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巻頭言

企業経営とリーダーシップ
岸本 義之

Strategy& 東京オフィスのシニア・エグ

ゼクティブアドバイザー。20年以上にわ

たり、金融機関を含む幅広いクライアン

トとともに、全社戦略、営業マーケティ

ング戦略、グローバル戦略、組織改革な

どのプロジェクトを行ってきた。

岸本 義之（きしもと・よしゆき）
yoshiyuki.kishimoto@
strategyand.jp.pwc.com

　日本で一般的にリーダーシップという言葉から想起される人物

像は、体育会キャプテンのようなものではないだろうか。若い頃

から「俺についてこい」というスタイルで自然と周りを引っ張る人

物である。こうした人物は、「何をすべきか」（What to do）も「い

かにすべきか」（How to do）も明確な場合にはリーダーとして適

任なのであろう。ゲームのルールが明確で、倒すべき相手や破る

べき記録という目標も明快で、戦術も日頃の練習を通じて監督や

コーチからたたき込まれてきた。あとはいかに部員の意識をまと

めるかだけである。

　日本企業においても1980年代頃までのキャッチアップ型の時

代は「何をすべきか」「いかにすべきか」が明確であり、体育会的

なリーダーが適任であったのかもしれない。しかし、今日の経営

環境においては、地理的な垣根も業界間の垣根もないボーダー

レスな競争であり、過去の勝ちパターンでは通用しなくなってきて

いる。こうした中で「何をすべきか」「何をすべきでないか」を決め

ることが、求められるリーダーシップの重要な要素になってきて

いる。年功序列の前例踏襲では、リーダーの役割が果たせない時

代である。

　企業経営においてリーダーがなすべきことの第一は、「自社が

何者であるか」（Who we are）を明確に定め、それを社内外に広

く理解させることである。隣の同業他社とは何が違い、どの領域

において唯一無二の力を発揮できるのか、そうしたアイデンティ

ティを強く打ち出すことが必要なのである。その上で、自社の強

みが最も生きる領域に経営資源を集中して戦略を実行し、究極的

には自社に有利な形で業界の新秩序を形成していくことを目指

す。本号の論考の１本目では、このような変革期におけるリーダー

シップのあり方を解説している。

　企業を変革していく上では、相手の怒りや批判を招くことなく

支配的な既存の考え方に挑戦でき、大局と局所の両方に同時に影

響を及ぼすことができる、などの資質が必要になる。肩書や地位

の力で部下に言うことを聞かせるのでは不十分である。このよう

な資質は先天的に有するというよりは、社会経験の中で身に付け

るものである。本号の論考の２本目では、こうしたリーダーを育成

し、定着させる10の原則について紹介している。

　リーダーとしての資質を持った人材は、「日本人」「男性」「新卒

入社」「年長者」以外にも当然いるはずである。しかし、伝統的大企

業の役員紹介には、金太郎飴的な経歴の持ち主が入社年次順に

並んでいる。少し前に「徒競走で順位をつけない」という学校教育

のあり方が「ゆとり教育」として揶揄されたが、伝統的大企業の年

功序列も似たようなものである。キャッチアップ型の時代はダイ

バーシティ（多様性）の低さが日本企業の強みであったのだが、グ

ローバル競争の時代には通用しない。しかし表面的にダイバーシ

ティを高めるだけでは、社内がバラバラになってしまう。本号の論

考の３本目ではこうした多様性を一つにまとめ上げるインクルー

ジョン（包含）の重要性について考察している。

　また、組織におけるリーダーシップは必ずしも一人の人間のみ

が担うとは限らない。本号の論考の４本目のMITのトーマス・マ

ローン教授へのインタビューでは、集合知が組織変革にもたらす

意義について議論している。

　そして本号の5本目の論考では、脳科学の観点から戦略的リー

ダーシップの能力について論じている。脳には高位経路と低位経

路があり、高位経路では長期的な価値に注意を集中することで戦

略的リーダーシップに関わっているという。

　グローバル化やデジタル化の中で企業間の競争ルールは大き

く変わってきており、そうした中でこの10～20年、日本企業の存

在感がじりじりと低下してきている。キャッチアップ型の時代はと

うに終わっている。新たな方向性を探り当て、自社独自の戦い方

を明示し、組織内の活動を整合させていくためには、新たなスタ

イルのリーダーが登場してこなければならない。しかし「縦割り」

「横並び」「前例踏襲」という中で序列にしたがって選ばれていて

は、こうしたリーダーは登場しにくい。就任時に60歳を超えてい

て、退任までに6年程度という人物でも、こうしたリーダーにはな

りにくい。日本企業が乗り越えなければいけない壁は高い。
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変革期のリーダーシップ

　日本の人口はいよいよ減少が始まる一方、デジタル化、テクノロ

ジーの進歩や活用方法の広がりも著しい。日本企業も希少化する

顧客への対応やデジタル化、多様性のある柔軟な職場の確保によ

る成長の準備に余念がない。一方、日本の大企業のリーダーの多

くもその行動を変える必要性に迫られている。本稿では、リーダー

シップのあり方の変革を迫る要因を踏まえた上で、戦略と実行の

ギャップを埋めるためのリーダーシップの行動について考察する。

1． 従来型の大企業のリーダー

　日本の大企業のリーダーの特徴については、多様な考察がさ

れている。ポジティブに評価される点としては、自社を知り尽くし、

自社内の経験で実力をつけたリーダーが組織を率いているとい

う点が挙げられる。すなわち、自社とその事業、過去の経緯を熟知

しているCEOである。一方、そのCEOは就任時点において年齢

が既に高く（図表1参照）、一定の在任期間を経るとあまり時間を

おかずに後輩に任を譲ることが多い。多くのリーダーは、従来の

蓄積をベースに微調整を加えながら組織を成長させていくことを

ミッションとしているようである。逆に、長期的視点に立って大胆

に戦略や方針を転換することが難しく、前例踏襲に陥りやすいと

いうネガティブな要素を挙げることもできる

　Strategy&では長期にわたって世界の上場企業上位2,500社

に対してCEO承継調査を実施している。この調査では、企業の新

しいリーダーであるCEOの承継にあたって各企業が行う決断を

分析することにより、企業がCEOに求めているものを評価してい

る。各国比較が可能であるため、日本企業がリーダーに求める特

徴も浮き彫りになる。

　第16回のCEO承継調査によると日本のCEOは以下の特徴を

有する。これは、従来型のリーダーが持つと考えられている特徴に

符合する。

　日本は2015年新任CEOの97%が内部昇格者（世界平均は

77%）で、日本企業での日本人以外のCEO就任は3%（世界平均

17%） にとどまり、これらの値はすべて世界で最も低い値である。

（図表2,3参照）

　日本国外での勤務経験のある新任CEOは18%（世界平均

28%）、新任CEOのMBA保有率も3%と世界平均の30%に比べ

ると低い。（図表4,5参照）

　日本のCEOの計画的な承継は18.4％と、全世界平均および

ヨーロッパの10％程度の倍近く、米国・カナダの7.7％の2.4倍程

度のスピードである。（図表6参照）

　過去の学びやネットワークの蓄積を最大限活用し、既存の調和

の上に新しいものを積み上げ、また同時に、後進に可能な限り多

くの機会を与えるのに適した仕組みであると言えそうである。

　一方で、このリーダーのあり方には大きなデメリットがある。海

外でのビジネスの経験が薄く国内中心でキャリアを形成してきた

人材のため、グローバル市場に疎くなりがちであること、就任時に

高齢で、残りの想定任期も短いことから長期的な視点を持ちにく

いこと。これらの結果として企業全体が、大きな変革期への対応

力が弱く、グローバル競争の中で沈没してしまうというリスクを抱

えている。

2． 変革期に直面する日本企業

　このように、従来型のリーダーシップのままではグローバルな

競争環境に勝ち残ることが難しくなってきており、今後は大きな

変化が求められるようになっていく。日本の少子高齢化やそれに

伴う内需市場の縮小、長引く経済低迷の影響による成長意欲の

低下などが企業に明確に表れており、こうした閉塞状況を打破す

るには、ビジネスモデルのレベルでの大きな変革が必要になって

いる。加えて、テクノロジーや技術の進歩が起きているために、企

業戦略やリーダーシップのあり方にも大きな変革が求められてい

く。以下において、3つの重要な変化の要素をまとめてみる。

著者：唐木 明子
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Strategy&東京オフィスのパートナー。

国内外のリテール、金融サービス業、ヘ

ルスケア、その他分野のクライアントと、

新規事業や商品・マーケティング戦略に

伴う成長戦略等のテーマについて、多

様なコンサルティングプロジェクトを手

がける。また、日本企業の成長戦略実現

に必要なダイバーシティの推進にも取

り組んでいる。

唐木 明子（からき・あきこ） 
akiko.karaki@
strategyand.jp.pwc.com

図表1 : 新任CEOの平均年齢（2015）

図表2 : 外部招聘CEOの割合（本社所在地域別、2004-2015）

出所 ： Strategy&分析

1） その他先進国：アルゼンチン、オーストラリア、バーレーン、チリ、チェコ、香港、ハンガリー、ニュージーランド、ポーランド、韓国などを含む。
2） その他新興国：エジプト、カザフスタン、メキシコ、ナイジェリア、南アフリカ、トルコ、ベトナムなどを含む。
* ： これらの区分けは国連開発計画（UNDP）の人間開発指数（HDI: Human Development Index）において、高い指標（>0.80）を1）とし、それ以外を2）とした。
** ： 合併による退任と、暫定的に就任したCEO、交代の理由が不明確な場合を除く
出所 ： Strategy&分析
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図表3 : 新任CEOの国籍（本社所在地域別、2015）

図表4 : 新任CEOのグローバル経験（本社所在地別、2015） 

図表5 : 新任CEOのMBA保有率（本社所在地別、2015）

* ： 合併による退任と、暫定的に就任したCEO、交代の理由が不明確な場合を除く
出所 ： Strategy&分析

* ： 合併による退任と、暫定的に就任したCEO、交代の理由が不明確な場合を除く
出所 ： Strategy&分析

* ： 合併による退任と、暫定的に就任したCEO、交代の理由が不明確な場合を除く
出所 ： Strategy&分析
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カスタマーの時代   

　現在日本もカスタマーの時代に突入している。

　人口が増加し、消費者が競うように生活を豊かにする物品を自

宅に整備する時代はとうの昔に終わっている。かつては、大量生

産、大量販売の手法で企業が市場を統制できた時代であり、いち

早く流通を押さえた者が市場を席巻した。しかし、低成長の中、少

子高齢化が進み、消費者は希少で多様化している。皆が揃って最

低限の満足のいく暮らしを手に入れた後、買い替えや新しく物品

を購入する顧客は少なくなり、生活において嗜好もニーズが多様

化し、自分らしさを求めている。個人である消費者においては特に

その傾向が顕著であるし、そうした消費者の傾向は生産財分野の

企業顧客にも反映される。

　このようにカスタマーが希少化し、多様化すると、企業は自社の

顧客に対する提供価値を明確にしないと生き残れない。つまり、

単にモノを作り、マス広告を行えば買い手はいくらでもいる時代

ではなく、多様化する顧客のうち自社に最も大事な顧客に向けた

モノを作り、その顧客に届くようにターゲティングをした丁寧なコ

ミュニケーションを行って関係を構築していかないことには、自社

を選んでもらうことは難しい時代である。

　マスの時代からカスタマーの時代への変化により、企業のあり

方も大きく変革することが求められる。従来は多くの企業にて、モ

ノ作り至上のプロダクトアウトで、顧客に商品を届ける流通を支配

することにより、できる限り多くの顧客に確実に販売をすることが

勝ちパターンであった。今後は、自社にとって最も重要と選択した

顧客（その他の顧客は一度捨てて）の声に耳を傾け、柔軟かつ臨

機応変に価値を具現化し伝達していくことが求められる。これに

合わせて、組織のあり方も変化する。（図表7参照）

　一連の新たな取り組みを推進するためには新たなケイパビリ

ティシステムの構築、具体的には組織の前提としてのミッション

とタスクの再設計、そのための人材やインフラの獲得や、業務プ

ロセスの設計が必要となる。その大前提として、また、より大きな

ハードルとして、勇気を持って顧客を絞って対応する意識と行動を

とることが必要となる。マーケティングという言葉が日本企業にお

いては機能部門の名称として使われるようになり、すなわち中間

管理職の仕事であるような位置づけになってきた。しかし、今後の

競争環境において必要なのは、希少かつ重要な顧客にどう向き合

うかというカスタマーストラテジーであり、経営トップも含めて変

革を行わなければならないのである。

デジタル化がもたらす変化 

　顧客と働き方の希少化と多様化を促進、加速させているのが、

急速に進むデジタルのハードとソフトの技術である。これにより、

担当者、顧客、取引先、場合によっては機器その他さまざまな対象

の間で情報（データ）を授受し、事業に活用するとともに、その情

報を分析し、分析結果を共有することで意思決定や業務フローに

おける判断に活用するデジタル化が大きく進展する。もちろん、

情報の分析や判断結果の抽出を人工知能に行わせることも、情報

の授受、意思決定において人間の介在が大きく減少される伝統的

な「機械化」の一部や、IoTもデジタル化の一部である。

　デジタル化の進展により、企業はその判断や事業活動の量を

図表6 : 本社所在地域別CEO交代率（2015）

* ： 交代の理由が不明確な場合を除く
出所 ： Strategy&分析

世界平均 ブラジル・
ロシア・インド

10.9%

3.0%
2.8%

17.3%

3.1%
3.1%

23.6%
（30）

日本

18.4%

1.0%

19.4%
（40）

西欧

10.3%

5.2%
2.4%

17.9%
（90）

中国

10.7%

3.1%
2.3%

16.1%
（42）

米国／カナダ

7.7%

2.2%
4.4%

14.3%
（123）

16.6%
（416）

通常交代 解任 合併
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増加させることができ、また判断・活動の質を全般に向上させる

ことが可能になる。従来でもファクトベースの判断を行うことが

できたが、そのために膨大な時間を情報の収集、クレンジング、分

析に使う必要があった。デジタル化により、それらにかかる時間は

大幅に短縮され、高回転で多くの分析を行うことが可能となる。

デジタル化の初期に、担当者が膨大な時間を費やして行っていた

作業の多くは、適切な環境を整備することで自動的に、早くでき

るようになるのである。またこれにより、従来現場の経験と勘に

頼らざるを得なかった判断の多くは、データと分析結果に基づい

て、より「見える」状態にて行うことができるようになる。希少かつ

多様な顧客への対応力を飛躍的にあげてくれるのみならず、やは

り希少な働き手が人間らしい作業に集中し得る環境を提供してく

れるのである。

　前述の「適切な環境を整備」するためには、既存の組織の常識

を数多く打破する必要が出てくる。デジタル化のプロジェクトにお

いてはデータの収集（営業、オペレーション、債権管理担当など）、

蓄積管理（通例はIT担当）、分析（多くは市場調査担当）、分析結果

のユーザー部門など、多くの関係部署が関与し、相互に連携しつ

つ、高回転で回る仕組みを構築する必要がある。データは可能な

限り大事に格納し管理するべきであるというミッションを負って

いたIT担当部署が、以降は、適切なガバナンスを整備して柔軟に

データを活用し得る環境を作るようにと言われる。あるいは、勘と

経験をいかにすれば磨くことができるかという、訓練を受け続け

た営業担当部署が、本部の提示するデータを信頼してまずは動い

てみよ、と言われる。いかに万人に響くテレビ広告を打つかを考え

てきたマーケティング担当部署が、狭い特定の顧客像のみを考え

るようにと言われる。この変化に自然に適応できる、あるいは、自

発的に適応するべきだとリスクを取る担当はさほど多くない。こ

のことは、多くのデジタル推進担当者の悩みの種である。

　デジタル化がもたらす変化は、マーケティング領域にとどまら

ない。多くの日本のメーカーは「作って、売って」中心のビジネス

モデルになりがちであるが、この範囲内でIoTと言っても、製品に

付随するデバイスが１個増えるだけの話にしかならない。しかし、

「顧客の問題解決の手段として、製品とサービスの組み合わせ

を提供する」というサービス業型ビジネスモデルになっていると、

メーカーが提供する機器を用いてメーカーが顧客の問題解決に

図表7 : 「カスタマー・ストラテジー」という考え方

出所 ： Strategy&分析

基本的
な考え

マーケティング

高度成長期の発想の延長で、
顧客数を増やすことに意識が向かいがち

カスタマー・ストラテジー

打ち手

担い手

課長レベルであり、前例踏襲

実態的には広告代理店主導

経営トップ主導で、意識変革を伴う

外部人材も活用し、社内に能力を構築

顧客は希少という問題認識を持つ

新商品の多発、マス広告依存、
低価格競争に陥りがちな傾向

顧客データを重視し、
ダイレクトチャネルの活用にも積極的
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直接関与するという、新たなステージに踏み込むことができる。

生産財におけるインダストリアル IoTの話はまさにこれである。

消費財においても、顧客との接点を第3者に依存していたところ、

自社でネット直販を行うなどして顧客接点を自ら押さえてサービ

ス化していかなければならない。こうしたビジネスモデルの大転

換は、前例踏襲ボトムアップのリーダーでは難しい。デジタル化に

おいては、従来の自社が有していなかった専門的な経験や知識を

必要とすることが多い。また、外部の企業を買収・提携したり、外部

専門家を招いて、新しく大きな業務プロセスを既存事業に埋め込

むなどが必要になる。こうした変革は大きな軋轢を生むものであ

り、明確なプランニングと入念な対話が必要とされる。デジタル化

は、その効果測定が難しい中、既存の事業に波風を立てることを

覚悟で、多額の費用と、人員と労力を割く必要に迫られるため、単

に機械化する、という状態を超えた難しさがある。

　しかしながら、現在の多くの企業のデジタル化は十分な資金や

人材を投入したものとなっておらずに、表層的なものにとどまる。

デジタル化を自社の根本的な課題を解決するものと捉えている

企業、あるいは、デジタル化によって自社のビジネスモデルを根本

的に転換することを目指す企業においては、デジタル化は進展し

ている。ビジネスモデルのレベルでの大転換を目指すという決定

を行うことが、本質的なデジタル化の推進においては極めて重要

である。

働き手の希少化と多様化

　顧客が希少化し多様化するのと同様に、働き手もそれ以上に希

少化し多様化している。 

　生産年齢人口の減少は消費者の減少よりもさらに早い。高齢化

や育児支援の社会的なインフラの整備が追い付かない中、生産

年齢にある人が育児や介護にも大きく時間を割く必要もある。ま

た、現在の多くの国内企業は、デジタル化に関連する分野、あるい

は、従来型の事業からの脱皮にて成長戦略を描いているため、従

来とは異なるタイプの人材が求められ、企業が求める働き手の希

少化はさらに進む。

　企業は働き手の希少化と多様化にいくつかのレイヤーで対応

する必要がある。

　まず、省人化等による生産性の向上。既に人手不足が深刻と

なっている土木建設現場、トラックドライバー（宅配便含む）、深夜

勤務の店員（外食やコンビニ）などが該当する。ここでは、必ずし

も人間が行う必要がない仕事、あるいは無駄である仕事を減らす

取り組みが進んでいる。宅配業者において、世帯の在宅時間や配

送の好み（隣室への配送を希望するか否かなど）をきめ細かく把

握することで持ち帰り、再配送の無駄を削減しようとしているのは

この一例である。

　また今後は、いわゆる事務を行う職場の環境も労働人口減少に

見舞われる。ここでは、既存の働き手が働き続けることができるよ

うに、再構築する必要がある。退職までフルタイムで、定められた

就労場所・時間にて働くという前提が大きく見直されつつある。自

社のOB・OGの再雇用を促進する仕組みの構築、働く場所や時間

の柔軟性を大きく高める、兼業を前向きに認める、年功序列から

の能力に応じた昇進・報酬制度への転換、長時間労働を是正する

ための各人のミッションとタスクの再設計と明確化、その他多くの

検討や取り組みが推進されている。

　そして、新しいタイプの人材の獲得への対応が必要となる。多

くの企業では働き手は、生産年齢人口のうち男性にのみ依存して

きたが、女性にまで雇用の枠を広げれば対象は2倍に拡大する。ま

た、多くの企業では、従来型の人材のみでは、自社の大きな変革

が難しいことに気づいている。新しい事業を立ち上げるだけでは

なく、暗黙知を打ち破る前向きな摩擦を巻き起こし、イノベーショ

ンの原動力となれる人材は特に必要性が高い。求められる人材の

要件は高く、性別、人種などの属性で暗黙のうちに対象を狭めて

いては獲得が望めない。中途の即戦力の採用を受け入れる素地

のある組織で、かつ魅力のある多様性と柔軟性のある職場でない

とその獲得は望めない。このような職場は同時に成長の準備がで

きている職場でもある。（図表8参照）

　これらの対応は、当然、今までの働き方や、企業としての動き方

に大きな影響を与える。長期的にはメリットのあるものであるが、

変革の壁は高く、リスクや決断が伴うことは想像に難くない。

　企業が大きな変革をする中、改善を中心に事業を組み立ててき

た時代のリーダーシップでは、今後は舵取りが難しくなっていくの

である。具体的には、環境の変化に対応し、新しい道を示し、その

道を進むことができるリーダーが求められる。

　次章で、変革期に立ち向かうこれからのリーダーに求められる

行動を考えたい。

3． これからのリーダーに求められること

　以上のように、日本の多くの企業が大きな変革に直面する中、

以前にもまして、戦略と実行を密接に結びつけて考えることが重

要になる。昨日、今日との連続性のある戦略は既に実行されてい

る可能性が高いため、そこには戦略と実行とのギャップは見られ

ないが、非連続な戦略を立案推進する必要が出てくると、戦略と

実行のギャップを埋めることの重要性が極めて大きくなってくる。

　Strategy&では、『なぜ良い戦略が利益に結びつかないのか

―高収益企業になるための5つの実践法』(原著Strategy That 

Works )という書籍を2016年12月に出版した。この本はグローバ

ルのStrategy&にて執筆されたものを、日本にて翻訳の上出版し
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図表8 : 成長を可能にする職場は多様かつ柔軟である

出所 ： Strategy&分析

多様性　　+　　柔軟性　　=　成長の準備ができている職場

柔
軟
性

多
様
性

伝統的な
職場

+ 女性、
マイノリティー

+ 多様な
キャリア設計

（中途採用）

　+ 多様性
　価値観

（リスクテイク、 
イノベーション、

　働き方）

+ 成果主義
　（昇進、報酬）

+ グローバルな
視点

+ 多様な 働き方
　（時間、場所）　

男性

単一
文化

自社中心の
視点

フル
タイム

新卒

年功

たものである。素晴らしいと思われた戦略はなぜ往々にして実行

に移されないのか、戦略と実行のギャップを埋めるためには何を

するべきなのか、高収益企業の実例から5つの実践法を推奨して

いる。

　詳細は同書に譲るとして、5つの実践法とは以下の通りである。

（図表9参照）

1． 自社の独自性を貫く：　企業はあらゆる機会を捉えて成長する

姿勢をとるべきと言われてきた。その結果、日本国内では大企

業による零細ブランドの乱立や、多角化が進み、自らがどの顧

客層に、どのように、何を提供する存在であったのか、自社のア

イデンティティ、独自性が分かりにくくなっている。変革期にお

いては、自社のアイデンティティが特に重要となるのである。

2． 戦略を日常業務に落とし込む：　戦略を資料や号令で表現する

だけでは実現されることは難しい。提案型、顧客中心という戦

略を多く目にするが、その意味するところが日常業務にまで落

とし込まれなければ、号令は短期間でその効力を失い、現場は

従来通りの取り組みを続けることになる。新しいことは特に、日

常業務への埋め込みが重要なのである。

3． 自社の組織文化を活用する：　新しいことに挑戦しようとする

場合、組織構造を変えることで大きな変化が起きると信じられ

ることが多い。しかし、文化は長年の多くの人の行動や意識の

蓄積であるため、一朝一夕に変えるのは難しい。むしろ、企業

文化をテコのように活用して新しい挑戦のために活用するの

が望ましい。

4． 成長力を捻出するためにコストを削減する：　日本企業は長い

デフレの経験からコスト削減には熱心である。一方で何かを始

める場合には、新しい方向性と整合しない既存業務をやめて

一貫性を保ち、投資資金や労力を捻出することがより有益で

ある。コツコツと切り詰めるタイプのコスト削減をするのでは

なく、成長力を捻出するために、選択と集中によるコスト削減

を行うべきである。

5． 将来像を自ら作り出す：　多くの企業では、何か新しいアイデ

アや業界のディスラプターが出てきたら対応しようと考えてい

る。しかし、それは常に後追いでゲームのルールを自ら決定す

ることができない横並びの作戦に自社を追い込むことになる。
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図表9 : 戦略と実行を結びつけるための5つの行動様式 

出所 ： Strategy That Works

5

4

3

2

1 自社の独自性を貫く

戦略を日常業務に落とし込む

自社の組織文化を活用する

成長力を捻出するためにコストを削減する

将来像を自ら作り出す機敏さと対応力の強化を
図るよりも……

リーン化を進めるよりも……

組織再編による
変革の推進をするよりも……

機能面のエクセレンスを
追求するよりも……

成長へのフォーカスを
重視するよりも……

自らの将来像を想定し、妄想し、将来像を先行して実現してい

くことが求められている。

　以上を典型的な日本企業に当てはめると、横並び、縦割り、前例

踏襲を改めない限り、戦略と実行のギャップを埋めるのに大変に

苦労すると想定される。これは同時に、企業を導くリーダーが、実

際に自社を率いる際に求められる行動にも当てはまる。これから

のリーダーは、自社を横並び、縦割り、前例踏襲から抜け出させる

ために、5つのリーダーとしての行動様式が重要となる。

• 横並びを改め、ぶれずに自社のアイデンティティの具現者
であり続ける

• 縦割りから抜け出し、全社的な戦略の立案とその実現
に関与する

• 組織体制を超え、行動レベルの変革を起こす
• 受け身ではなく、意識的に時間と労力を配分する
• 前例踏襲から脱し、自ら変わりチームを作る

横並びを改め、ぶれずに自社のアイデンティティの具現者
であり続ける
　企業は自らの提供価値などで定義されるアイデンティティや強

みを認識し、意識的にありたい姿を選択し、その選択に忠実にあ

る必要がある。自社のアイデンティティに反する戦略はいくら取り

組んでも実ることは難しいからである。

　変革期においては、アイデンティティの重要性はさらに高まる。

リーダーはその行動、決断において、常に自社のアイデンティティ

に照らして行う必要があり、その頻度と重要性が高まる。また、これ

は一方でアイデンティティに沿わないことは行わないということで

もあり、「捨てる」という大変に勇気の要る行動も必要となる。

　日本企業の多くはふと気づくと、横並びに陥りがちである。隣

の同業他社とは違う独自性をどのように打ち出すのか、変革期の

リーダーの大きな役割である。組織全体にアイデンティティを浸

透させるためにも、リーダーは、自社のアイデンティティを自ら体

現し、ぶれずに前進することの重要性を説き続け、信念に従う勇気

を示すことが重要である。そのためには、総花的にすべての顧客

層に対応しようとするのではなく、自社ならではの強みを発揮で
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きる顧客層とそのニーズがどこにあるかを特定し、その後に周辺

市場も押さえていくというようなメリハリが重要となる。

縦割りから抜け出し、全社的な戦略の立案とその実現に関与
する
　企業は自社の提供価値を実現するために必要なケイパビリティ

の青写真を作成し、構築し、規模を拡大する。この作業は機能の境

界を越えて進められる。安定的な事業を推進するにあたっては、や

るべきことが固定的なために、縦割りであっても想定される程度

横の連携は予め確保され、大きな課題は生じない。この中で、リー

ダーは縦割りの組織に任せて、順調に業務が推進されているかを

把握していればよかった。

　変革期においては自社の立ち位置、戦略が変化し、その実現の

ためのケイパビリティを再構築する必要がある。リーダーは方向

性である戦略の立案を率先して指導し、また、その実現も従来の

組織の枠を超えて進められる必要があるため、実現についても率

先して関与する必要がある。

　日本企業は、暗黙知による横連携を重要視する一方で縦割り組

織が極めて強い。トップはその中にあって慮り、譲り合い、可能な

限り権限を委譲するのが良しとされているため、戦略にも、実現に

も関与を控える傾向にあるリーダーが多い。今後、大きな変革を

乗り越えようとする際には、リーダーの位置づけや関与を大きく

変える必要がある。

組織体制に依存せず、行動レベルの変革を起こす
　多くの企業は、市場環境が変化し、自社の戦略を再考しようとす

る際に、組織再編を行い、自社の企業文化を否定し変えようとする。

しかし、組織再編のみで戦略を成功に導くことは難しい。また、企業

文化は多くの人と長い時間の結実であり、その変革は容易ではな

い。むしろ企業は文化的な強みを尊重し、活用するべきである。こ

うすることにより、組織の構成員は「ここでの私たちのやり方」と一

致するやり方で、戦略の実現に即した行動を取りやすくなる。

　リーダーは自社の文化の最大の理解者となり、愛着を持ち、一

人一人の従業員の成功が自社と自身のために重要であるという

認識を持たなくてはならない。自社の文化を肯定的に受け入れる

ことにより初めて、その独自の文化特性に根差したケイパビリティ

の体系の整理を行うことができる。外部から招へいされたリー

ダーはその理解に時間がかかる可能性があり、内部でしか時間を

過ごしたことのない優れたリーダーも自社の対比がかえって見え

にくいことがある。いずれのケースも、顧客や外部の第三者との

意見交換の機会を持つなど、自社の文化の特徴を外部的な視点

から捉える工夫を凝らしている。

　自社の組織文化を全否定することは非現実的であるが、全肯定

していては何も変化が起きない。既存の文化が厚いことを認識し

つつ、その良い点をいくつか見つけ出し、それを軌道修正しつつ

伸ばしていくという方針を明示的に浸透させていくための努力が

必要である。

受け身ではなく、意識的に時間と労力を配分する
　企業がその将来のために必要なケイパビリティの構築など自社

の重要事項への投資を増やすためには、それ以外に対する支出を

打ち切って原資とする必要がある。一貫して戦略的な優先度を念

頭に置いてリソースを割り当てるのである。

　リーダーは、自分自身のリソース（具体的には時間と関心）にも

同じことを行う必要がある。私たちは、戦略とその実現に必要なケ

イパビリティ体系に十分に注力しているだろうか。他者の重要事

項に振り回されて、目先の要望に時間や関心を費やし過ぎていな

いだろうか。既述の通り、変革期のリーダーは、戦略の構築から実

現まで積極的かつ主体的に関与することが必要となる。その時間

や関心は、従来事業の対応に用いていたものから捻出する必要が

ある。無駄な会議を排除し、効率的なコミュニケーションや生産性

の向上によって捻出できる時間もあろう。さらに、組織の方向感や

戦略がリーダーの行動（つまり、時間の使い方と関心の厚さ）と矛

盾しないように、リーダーには非注力事業には投資配分を少なく
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するのと同様に、抜本的な時間と関心の再配分も求められる。

前例踏襲から脱し、自ら変わりチームを作る
　成熟段階に達した企業は、定期的にケイパビリティを見直し、需

要を生み出し、自ら業界再編を巻き起こす。外部の変化に合わせ

て自らを定義するのではなく、スーパーコンペティターとなって、

自社がコントロールする世界に他社を引きつける。

　良いリーダーは環境変化に真っ先に対応し、自分自身の変わる

（変えるではなく）必要があることを認識する勇敢さ（と謙虚さ）

を持ち合わせている。また、いかに次世代のリーダーを育成する

かが最終的には将来を決める鍵だということを理解し、極めて有

能なチームを構築する。この場合、象徴的な意味合いも込めて、

若手、女性、外部登用者、外国人などを「抜擢」する例もある。もち

ろん、単なる象徴にとどまらず、優秀な人材の能力を最大限に活

用するためにはこうした抜擢が有効に機能するはずであり、年功

序列の心地よさを上回るだけのメリットが認められるはずである。

特に日本は、国を挙げて戦後から脱しようとした高度成長期の社

会、組織構造からようやく抜け出そうとしている。やるべきことが

明確であり、不測の事態があまり起きない時代は、一糸乱れずに

整然と物事を進める前例踏襲のモノカルチャーの組織が効率が

よかった。しかし、モノカルチャーのシステムにおいては、変わるこ

とも、環境の変化に応じて将来を担う新しいタイプのチームを作

ることも難しいと言わざるを得ない。前例は踏襲するべきもので

はなく、塗り替えるものとなるのである。

　また、モノカルチャーであることが日本企業の生産性の低さの

原因になっているとも考えられる。組織の構成員の行うべきタス

クが極めて即物的に、かつ細分化されて定義されているために、

従来と異なる不測の事態、あるいは、新しいフローへの対応は常

に厚い組織の壁をまたがるイレギュラーとして非効率な対応とな

らざるを得ない。さらに、イレギュラー、新しいことを可能な限り

排除するような組織、プロセスとなっているため、「うっかり」や「思

いつき」による発見、大きな発見になればイノベーションも起きに

くくなっている。固定化されたタスクへの対応力と生産性を高め

きった結果、新しい環境においては、生産性が低くなり、イノベー

ションも生まれないという結果をもたらしているのである。

　現在の経営陣は自らの引退後の会社の状況までは考えてくれ

ないという、若手社員の嘆きをよく耳にする。まだ来ぬと考えてい

る未来は意外とすぐ近くにまで、あるいは、既に足元にまで来てい

る。自ら変わり、将来を担う新しいチームをゼロベースで作ること

は喫緊の課題なのである。

4． おわりに

　日本と日本企業を取り巻く環境が、顧客の希少化かつ多様化、

働き手の希少化かつ多様化、デジタル化など大きく変化する中、

これからのリーダーには、今まで以上に、勇気と、大胆で恐れな

い姿勢が必要だ。とはいえ、多くのグローバル、そして日本企業

の経営陣は既にその姿勢で自社を導こうという意識を持ってい

る、いわば、多くの仲間がいるのである。

　St ra tegy&がグローバルで親交のあるCEO（日本企業の

CEOを含め）のほぼ全員が、業界を一変させ、組織が直面する

制約を乗り越え、末長い成長をもたらすような会社を築きたい

という夢を描いている。また、多くのCEOは自社の製品、サービ

スや、組織自体とその構成員が好きでたまらず、最もロイヤル

な顧客であり、まさに寝ても覚めても、惜しみない愛を注いでい

る。好奇心と、勇気と野望、大胆で恐れない姿勢は、この夢と愛

情があるからこそだと思われる。

　前述のような優れたリーダーの行動を真に実践すれば、戦略

と実行をスムーズに、かつ、シンプルに一致させることができる。

これにより、自社にとって最も重要な事柄に注力し続け、自社が

関与して作り出す将来の世界を定義できるようになり、自社をよ

りよい場所に導くことができるようになる。

　日本企業が多彩な、のびやかなリーダーシップにあふれ、自社

らしく、自らの将来を生み出し続けることを願ってやまない。
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ツール ： リーダーのための質問と行動

▼リーダーの質問 ▼リーダーの行動

5つの行動様式①  自社の独自性を貫く

• 戦略の基本的な部分は明確か： 当社はどのような企業で、ど
のような企業を目指し、どのような方法を選んで市場で価値
を生み出すか。

• 本当に重要なケイパビリティに投資しているか。
• 大半の商品やサービスがケイパビリティ体系にフィットしてい
るか。

• 選んだ市場で勝つ権利があるか。

• 健全な成長を追求し、自社が勝つ権利のない市場機会を追う
ことをやめる。

• 自社の選択したアイデンティティに対するコミットメントの見
本となる。

• 規律のある戦略策定と実行のための選択を行う。
• 特徴あるケイパビリティの構築と展開について、目に見える
形で関心を注ぐ。

• あらゆる機会をとらえてアイデンティティを明確に伝え、選ん
だ道が成功に結び付くのだという信念を共有する。

• コミットする者に報酬を与え、コミットしない者に対処する。

5つの行動様式②  戦略を日常業務に落とし込む

• 各ケイパビリティは、当社の価値の創出や獲得にどのように
役立つか。

• 各ケイパビリティは、どのように相互に強化し合うか。
• 成功の測定基準は何か。
• 早急に埋める必要があるギャップは何か。長期的にケイパビ
リティをどのように発展させていくか。

• 自社が今持っているもの（ブランドや資産）ではなく、自社が
他のどの企業よりも得意なことにフォーカスを当てる。

• 機能ではなくケイパビリティについて考えたり議論したりし、
社内の全員に機能部門の境界を越えることを奨励する。

• ケイパビリティ体系の詳細を理解できるように実行面に密接
に関与しつつ、将来に向けた長期的な青写真を常に視野に入
れておく。

• 戦略を損なうような実行時のトレードオフについて、どちらを
取るかを判断する最終決定者になる。

5つの行動様式③  自社の組織文化を活用する

• 自社の独自性を貫き、それを体現するという点で最も力を発揮
してくれるクリティカル・フューの非公式リーダーは誰か。

• 自社のアイデンティティと最も密接に結び付く、心情的な共感
を生むクリティカル・フューの文化特性は何か。

• 組織全体に浸透させるべきクリティカル・フューの行動とは何か。

• クリティカル・フューの行動を一貫して積極的に説明し、体現
し、戦略を強化する文化特性を支援する。

• 心情的コミットメントを支援する。
• 機能や事業ユニットにおける相互の結果責任を促進する。
• 集合的な熟練性を支援するための学習や指導を行い、自分自
身を成長させるように努める。

5つの行動様式④  成長力を捻出するためにコストを削減する

• どれだけの予算を特徴あるケイパビリティに充てているか。
• 現在のイニシアチブやプロジェクトのどれが戦略に合致してい
るか。合致していないものはどれか。

• 予算策定や持続的改善のプロセスは、どの程度戦略に合致し
ているか。

• 自社のケイパビリティ体系にとって重要なコスト領域を明確
にし、その領域に目に見える形で重点的に投資する。

• その他の支出の役割についても、同じように明確にする。
• 挑戦的なコスト削減目標を立てて、重要ではない領域への投
資を減らす。

• 自分の時間と関心を最も重要なことにつぎ込むことで、コ
ヒーレンスを実践する。

5つの行動様式⑤  将来像を自ら作り出す

• 変化に直面したときにケイパビリティ体系をどのように再充
電、拡張できるか。

• 既知／未知の顧客のニーズにより的確に対応するために、顧
客との関係をどのように利用できるか。

• どのようにして目の前の業界から一歩前進し、当社の強みを
中心にして業界を再構築できるか。

• スーパーコンペティターになるという目標を率先して支持し、
同僚を啓発して実現可能な道筋を決定する。

• 市場の変動に逐一反応することをやめ、変化を利用してアイ
デンティティを進化させる。

• 同じ目標を共有するリーダーと後継者の育成に投資する。
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　大抵の企業には、現状の維持に必要な強いスキルを備えたリー

ダーがいる。しかしこうした企業は決定的な弱点を抱えている。す

なわち、経営学者が「厄介な問題」と呼ぶ難題への取り組みに必

要なノウハウ、経験、自信を備えた実力者がいない、ということで

ある。こういう問題は理解不能とも思える原因があり、解決法も定

かではなく、企業は業務方法そのものの変革が必要になる場合が

多い。今日、どの企業もこうした難題を抱えている。

　2015年にPwCは、ハートヒル・コンサルティングのデビッド・

ルークとボストン大学のウィリアム・トーバートが開発した調査方

法を用いて、6,000人の企業の経営者層を対象に調査を行った。

そこで明らかになったのは、この弱点がいかに多くの企業に蔓延

しているかということだった。調査は自由回答形式の質問で行っ

た。その結果、回答者のうち、戦略的リーダー、すなわち先頭に

立って変革を効果的に指揮できるリーダー（ルークとトーバートは

これを「ストラテジスト」リーダーと呼んでいる）は8％しかいない

ことが分かった。

　この調査によると、女性の方が戦略的リーダーになりやすく（女

性回答者のうち戦略的リーダーに分類されたのは10％、男性は

7％）、戦略的リーダーの数は年齢と共に増加する（回答者のうち

戦略的リーダーの割合が最も高い年齢層は45歳以上）。こうした

リーダーはいくつか共通の人格的特徴を持つ傾向が強い。例え

ば、相手の怒りや批判を招くことなく支配的な既存の考え方に挑

戦できる、大局と局所の両方に同時に影響を及ぼすことができ

る、選んだ道が間違っていると分かったらコースを変更することが

できる、主張だけではなく問いかけによって、命令だけではなく合

意によって相手を導くことができる、また終始、深い謙虚さと相手

に対する敬意を忘れずに業務を行うことができる、などである。

　このようなやり方で業務のできる上級幹部の割合がこれほど

少ないのには、がっかりするかもしれない。だが、この傾向は今も

昔もほとんど変わっていない。2005年に同じ調査を実施してい

るが、その時も戦略的リーダーとされたのはわずか7%にすぎな

かった。言い換えると、この10年は、画期的な技術の登場、金融危

機、人口動態の変化など、世界的に大きな動きが次々と同時発生

した変革の時代であったにもかかわらず、リーダーシップの針は

ほとんど動いていないのである。

　大規模な変化に対応できる能力を備えた経営者層の割合があ

まりに少ないため、企業は外からリーダーを招き入れざるを得な

いケースがよくある。だが長年、数多くの組織を観察してきた経験

から言うと、企業に大きな変化をもたらそうとする場合は、内部の

リーダーが指揮する方が成功する可能性が高い。

戦略的リーダーシップの
10原則
根本的な変化の時代に組織を導いていけるリーダーを育成し、組織内に定着させる方法。

著者：ジェシカ・レイチ、デビッド・ランスフィールド、マーク・ドーソン
監訳：岡崎 良

　リーダー、と聞いて、何を思い浮かべるだろうか。従来、そして今現在も多くの企業では、ときに職階が高く組織における「声」が大きい、「出

しゃばり」が自然とリーダーと呼ばれるようになっているのではないだろうか。そのほとんどは、事業環境が急速に変わりつつある中で企業が

迫られている変革を、効果的に指揮できる戦略的リーダーではない。本稿では、変革を迫られる企業が必要とする戦略的リーダーの候補を、

「出しゃばり」でなくても見つけ、育てていくための原則を紹介したい。（岡崎 良）
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図表1 ： 戦略的リーダーシップの10原則

詳細は strategy-business.com/10principlesstrategyを参照
情報画像：Opto Design/Lars Leetaru

PwC英国法人のパートナーで、ロンド

ンを拠点としている。PwC英国法人の

人事および組織コンサルティングの責

任者。変革型リーダーシップや組織効

果、戦略・組織・行動の整合などについて、

小売り、消費者、金融を中心としたクラ

イアントを支援してきた。

Strategy&東京オフィスのマネージャー。

消費財・小売、製造業、金融などの企業

に対し、全社戦略・事業戦略、事業評価、

ビジネスデューディリジェンス、調達改

善などのプロジェクトを行ってきた。

PwC英国法人のシニアマネージャー。

ロンドンを拠点とする。組織文化や従業

員の変革の支援や、組織や社会に好影

響を与えられるようにするためのリー

ダーへの支援を専門とする。

Strategy&ロンドンオフィスのパート

ナー。組織変革について、企業の経営者

層にアドバイスを行っている。メディア

産業を中心に、企業の将来像の策定と、

日常業務への戦略的意図の反映を支援

している。

マーク・ドーソン 
mark.j.dawson@
uk.pwc.com

岡崎 良（おかざき・りょう） 
ryo.okazaki@
strategyand.jp.pwc.com

ジェシカ・レイチ 
jessica.leitch@
au.pwc.com

デビッド・ランスフィールド
david.lancefield@
strategyand.uk.pwc.com 

責任を分配する

体験学習の機会を
作る

隠し立てせず
情報を開示する

変革のために
人を雇う

アイデアを出し、
テストする方法を
いくつも用意する

全身全霊で
仕事に打ち込む

失敗も認める

じっくり内省する

他のストラテジストと
接する機会を与える

リーダーシップ能力の
育成を現在進行中の
活動として捉える
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　幸い、企業は戦略的リーダーシップ能力を構築することができ

る。まず、組織内にはすでに間違いなく戦略的リーダーが生まれ

つつあるが、そのスキルを見過ごしている、あるいは押しつぶそう

とさえしていることを認めることである。その問題の原因は、組織

がこれまでリーダーを昇進させ育成してきた方法にさかのぼるこ

とができる。多くの企業の最高幹部は、優秀な成績、たゆまぬ野

心、当面の問題を解決する能力を示すことでトップを極めている。

こうした特性も大切だが、戦略的リーダーのスキルではない。

　次に挙げた10の原則は、あなたの企業に潜む戦略的リーダー

を明らかにするのに役立つものである。これらの原則は、組織の

システムと個人の能力の組み合わせ、すなわち変化のハードとソ

フトの組み合わせである。すでにそのいくつかを取り入れていて、

これで十分と思っている企業もあるかもしれない。だが、10項目

すべてをひとつのシステムとして実施しなければ、これまで捉えら

れなかった戦略的リーダーを引きつけ、育成し、社内に定着させる

ことはできない。

システムと構造

　戦略的リーダーシップの10原則の初めの3つは、意思決定、透

明性、イノベーションについて、従来のやり方とは異なるが非常に

効果的なアプローチを提示している。

1． 責任を分配する。 戦略的リーダーは実際の活動によってスキ

ルを身に着けるが、その活動にはかなりの自主性が必要となる。

トップリーダーは下の者に権力を振り分けて組織全体に配分し、

あらゆるレベルの者に決定の権限を与える必要がある。責任の配

分によって、戦略的リーダー候補者にリスクを取ればどうなるかを

知る機会を与えるのである。また、従来の意思決定ヒエラルキー

に属さない者たちの知恵を生かすことによって、時間の経過とと

もに適応力と回復力が高まる。

　米国西海岸のある石油精製所で処理施設の機械が故障し、操

業が3週間停止する恐れがあった。通常なら、工場閉鎖の決定に

異議を差しはさむ者はいないのだが、この企業は最近、責任配分

方針を取り入れたところで、一人の工場オペレーターが、解決法

を提案した。実は彼女は長年、より効果的な精製技術の管理方法

があることを知っていたのだが、自分の責任ではないと考え、何も

発言してこなかったのだ。最初、その考えはエンジニアたちの反対

にあったが、彼女は一歩も引かなかった。やがて作業長たちも納

得し、最終的にその精製工場はわずか1時間さえも生産を停止せ

ずにすんだのである。

　この工場オペレーターのような人物に責任と権限を与えれば、

その自信やスキルは一層向上する。そして、現状改善の機会が組織

全体に増えれば、意欲の高さが組織のアイデンティティの一部にな

り、所属する団体のリーダーとしてだけではなく、コミュニティー

のリーダーとしてのスキルも身に着けていく。

2． 隠し立てせず情報を開示する。 大きな組織が採用している経

営構造は従来、軍隊を原型としたもので、特に情報の流れを制限

するように作られている。このモデルにおいては、まさに情報は

力である。問題は、特定の個人に、知る必要のある情報だけが開

示されるので、人は暗闇の中で意思決定をせねばならないという

ことである。企業の戦略にとって重要な要素は何か分からないの

で、推測しなければならない。さらに、情報がないと自信を持って

リーダーに異論を述べたり、リーダーと違うアイデアを提案したり

することができなくなる。

　競争上の秘密事項（例えば開発中の製品について）の中には、

隠しておかねばならないものもあるが、戦略的リーダーになろう

とする従業員には、幅広い情報が必要である。これこそ、「オープ

ンブックマネジメント」の基本原則のひとつである。つまり、企業

の性質についての情報を体系的に共有するのである。こうした方

法を採っている企業には、サウスウェスト航空、ハーレー・ダビッド

ソン、ホールフーズ・マーケットなどがある。これらの企業はいずれ

も、情報開示の方針を明確に打ち出してから持続的な成長を遂げ

ている。

　透明性が高まると、情報の意味についての会話が生まれ、日常

の活動が改善される。例えば、生産性を示す値が急激に低下した

時こそ、改革を実行するチャンスと言えよう。チームとしての努力
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がなければ、その問題をより正確に理解することはできないかも

しれない。それには、全員がデータについて、隠し立てせず率直に

話し合わなければならない。情報の真の力とは、情報をためこん

でおくことではなく、情報を使って成長の新たなチャンスを見つ

け、生み出すことである。戦略的リーダーはそのことをよく知って

いる。

3． アイデアを出し、テストする方法をいくつも用意する。 アイデ

アを生み出し、発表することは、戦略的リーダーのひとつの重要な

スキルである。だがそれよりさらに重要なのは、そのアイデアを企

業の価値を創出する方法に結び付けることができる能力である。

画期的な考えを表す経路を準備してあげれば、自分自身の創造性

をどうすれば最大限に生かせるかを学ぶ一助にもなる。

　従来の企業文化では、新しいアイデアを表明する一般的なチャ

ネルは直属の上司に限定されるのだが、このアプローチはそれと

は明らかに異なる。上司はそのアイデアの価値を正しく評価でき

ない場合もあり、アイデアを出した部下の熱意を押さえつけるこ

ともあるかもしれない。もちろん、見境なくアイデアを出してもよ

いというのも非生産的なことである。そんなことになれば、いくつ

ものアイデアが、多数の重複した形で提起され、ほとんど収拾が

つかなくなる恐れもあり、その混乱の中で、最善のチャンスが失わ

れる可能性がある。

　そうではなく、画期的な考えを表明するために、さまざまなチャ

ネルを作っておくことだ。例えば、職能上の枠を越えた討論会など

があれば、自分と同じような考えを持つ仲間にアイデアを発表し、

互いの推論をもとにそのアイデアをテストすることができる。ま

た、徒弟制度という方法もある。ここでは、有望な若手のアイデア

マンが、指導能力のあるリーダーから助言を受ける「メンタープロ

グラム」に入会し、そのスキルを育成する。組織によっては、内部

で講座を開いたり、大学のプログラムの受講を後援したりすると

ころもある。若手のスタッフが、中堅のスタッフとの協働の一環と

して、新しい技術に関する知識を伝える「逆メンター」も効果的で

ある。

　グーグルはイノベーションを推進するため、さまざまなチャネ

ルを活用している。例えば、従業員は社内のどのリーダーにも直

接メールを送ることができる。また、会話をするきっかけになるよ

う、社内に「グーグルカフェ」が設けられており、従業員間やチーム

間の対話を推奨している。さらに、幹部は毎週1回全員参加の会議

（TGIFとして知られている）に出席し、あらゆるレベルの従業員

が、上級幹部に直接話ができるようにしている。もちろん会話をす

るのはたやすくないが、本当に価値のある画期的なアイデアは認

められ、報いられるため、グーグルの社員はこうした機会を最大限

活用することを学ぶのである。

人、方針、実践

　次の4つの原則は、評価、雇用、トレーニングに関する、従来とは

異なる考え方を示すものである。

4． 失敗も認める。 企業の信奉する職務行動規範では、従業員に

「早く失敗」し、その失敗から学ぶよう推奨している。この規範は

非常に役に立つが、実際に失敗し、それが本物の損失につながる

ような場合には何の役にも立たない。大きな失敗は絶対に許され

ない。たいていの組織ではそうである。

　失敗してもそれを容認すること、そして早いうちの失敗は快く

認めることを、評価や昇進の手続きも含めた、企業の活動や手続

きの中に明記しておかねばならない。戦略的リーダーは、成功した

取り組みから学ぶだけではない。どういう失敗が成功につながる

のかを認識する必要がある。また、どうすれば不確実なものに伴う

緊張にうまく対処できるか、どうすれば失敗から回復し、新しい冒

険に再び打って出ることができるかを学ぶ必要がある。

　このアプローチの重要性を痛感している企業の一つを自動車

業界を例に紹介したい。

　タカタのエアバッグに欠陥が見つかり、それを取り付けていた

自動車各社はリコールを余儀なくされた。そのうちの一つであ

るホンダは、今日までにおよそ850万台の車両をリコールしなけ

ればならなくなった。責任担当幹部が責任を問われたが、同社の

首脳陣は、欠陥の原因を早期に解明できていればはるかに容易
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に改善できたはずなのに、それが解明できなかったことがその理

由だと言及した。ホンダのある幹部は、「ホンダを運転して：世界

で最も画期的な自動車会社の内側」（Driving Honda: Inside 

the World’s Most Innovative Car Company）の筆者（および

strategy+businessに寄稿している編集者）であるジェフリー・ロ

スフィーダーに、次のように語っている。「失敗は容認できる結果

ではなく、容認できる結果にするための手段であることを忘れて

いました」

　組織によっては、失敗を従業員育成の重要な一環として受け入

れ始めたところもある。例えば、ビル・アンド・メリンダ・ゲイツ財団

や、イノベーションに関わる活動を助成している英国国立科学・技

術・芸術基金（ネスタ）はその例である。こうした組織では、従業員

がうまくいかなかった決定について話し合い、それから教訓を引

き出す「失敗大会」を開いている。こうした討論会を設ける他、マ

ネージャーに小さな改革プロジェクトを監督する機会を与えても

よい。中にはうまくいかないものもあるかもしれないが、それに

よって、将来大規模な変革を指揮するのに必要なスキルを養うこ

とができる。

5． 他のストラテジストと接する機会を与える。 戦略的リーダー

候補者には、組織内の仲間と出会い、一緒に仕事をする機会を与

えよう。そうしなければ、互いに見知らぬままでいなければなら

ず、孤立感や孤独を感じるかもしれない。他にも自分と同じ性質を

持った者が社内にいることが分かれば、もっとオープンになり、自

分の活動の戦略的価値を上手に高めることができるようになる。

　そのためにはまず、戦略的リーダーの候補者を見つけることで

ある。戦略的リーダー候補者は、自分が際立って特徴的であるこ

とをはっきり自覚していないことがある。しかし同じチームのメン

バーや上司は、その独特の才能に気づきやすい。その人のことを、

「あの人は理解が早い」「いつでも的を射た質問をする」「自分の

仕事のことだけ考え実行するやり方を絶対に認めない」などと表

現することもある。どこに候補者がいるのか知るために「組織が必

要なもの、そして、そこに到達する手助けの仕方を本当に理解し

ていると思われるのは誰ですか」と尋ねてみるとよい。もしかした

らそれは、従来の見方ではあまり人気のなかった人たちかもしれ

ない。既存の秩序に疑問を呈したり、異議を差しはさんだり、また

はそれを破壊したりする性質が、特に同じレベルの者たちを不安

な気持ちにさせるからである。　

　もちろん、一部の人たちが特別扱いされているという印象を与

えてはならない。そうではなく、多くのマネージャーが（いやむし

ろほとんどのマネージャーが）戦略的リーダーになる可能性を秘

めている、という考えを広めることである。それから最初のグルー

プを集め、互いに学び合うよう勧め、企業の他の部分でもっと戦略

的な環境を醸成するにはどうすればよいか考えるよう奨励する。

6． 体験学習の機会を作る。 職業上のリーダーシップは、体験では

なく情報によって育成されるケースが圧倒的に多い。何と言って

も、教室でのトレーニングを行う方が通常は簡単で、実施費用も

安いからである。これこそリーダーシップの育成に、長期的な投資

ではなく、短期的な見方が用いられている何よりの証左である。

従来のリーダーシップトレーニングは、管理スキルの上達には効

果があったかもしれないが、ストラテジストにはその潜在能力を発

揮できる体験が必要になる。　

　リーダーシップを体験するひとつの方法として、組織学習理論

家のピーター・センゲの言う、職能上の枠を超えた「演習フィール

ド」というものがある。戦略的リーダー候補者を集めてチームを

作り、集団として取り組む課題を与える。例えば、ひとつの問題に

十分検討を重ねた解答を考え出してもらう。あるいは重要なケイ

パビリティや、それを生み出す方法を新たにデザインしてもらう。

少額の予算を与え、初期的な期限を定めておく。その解決法につ

いて計画を作成し、資金の見積りを出させる。しかるのち、その見

積もりを詳細に分析する。経験豊かなメンターを割り当て、チーム

が脇道にそれることなく、その取り組みを最大限に生かし、学べる

ように手助けを与えるのである。

　実際のものでもシミュレーションでも、プロジェクトを決めたら、

次のステップは同じである。すなわち、結果についての集中討議

を行うスケジュールを決め、なぜこのような結果になったのか、ど

の点で違うやり方ができたか、いくつかの点を変更した場合、状況
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は将来どのように変わる可能性があるか、などを調べる。目標は、

こういう反省がなければ分からなかった事柄についての理解を深

めることであり、その理解を今後の取り組みの基盤として用いる

ことである。

7． 変革のために人を雇う。 雇用の決定については、ケイパビリ

ティと経験を慎重に検討する必要がある。またマネージャーは本

来、自分と同じような人を選ぶ傾向があるが、その傾向を抑え、多

様な人材の雇用を目標としなければならない。

　候補者が現実の具体的な状況にどう対応するかをテストし、以

前に勤めていた組織での働きぶりを詳しく調査する。また、候補者

の精神状態や能力を通常より詳しく調べ、共感力や問題の再構成

スキル、あるいは大局的な質問や分析データについて素早く考え

られる能力をテストする。いずれのケースにおいても、森と木の両

方を見る能力、すなわち具体的なスキルや実践活動の細かい点

に対処する能力と同時に、戦略目標についての明確なビジョンが

あるかどうかに注意する。いつでも巨視的、微視的な考え方が同

時にできる人ほど、戦略的リーダーになる素質が高いと言えよう。

　こうして雇用された者にとって、入社後の研修は、「ここでは実

験してもよい」「もっと多くの責任を引き受けることができる」「前

の仕事より組織の変革に腕を振るうことができる」という明確な

メッセージを発信するものでなくてはならない。この企業には、変

革や多様な考え方を受け入れる風土があると感じてもらう必要が

ある。

自己を注視する

　最後の3つの原則は、戦略的リーダー候補者自身に対するもの

である。これらの原則を守ることは、個人的な成長への備えにも

なる。

8． 全身全霊で仕事に打ち込む。 戦略的リーダーは、非常に困難

な状況や問題に取り組むためには、これまでの人生で学んだすべ

てを注ぎ込まねばならないことを承知している。戦略的リーダー

は、持てるすべてのケイパビリティ、関心、経験、情熱を注ぎ込ん

で、画期的な解決法を生み出したいと思っている。しかし、自分の

価値観に合わない状況（あるいは組織）で自分の時間を浪費した

くはない。

　戦略的リーダーの重要な点は、部下にも同じことをするよう奨

励することである。そうすることで、ストレスの少ない環境を生み

出せている。なぜなら本当の自分を偽る必要がないからである。

ありのままの自分に責任を持つことによって、自分のモチベーショ

ンやケイパビリティだけでなく、人生におけるさまざまな事柄の実

現要因や制約要因も共有できる、隠しごとのない信頼に満ちた環

境を生み出すのである。

9． じっくり内省する。 戦略的リーダーは、組織理論学者のクリス・

アージリスやドナルド・ショーンの言う「ダブルループ学習」にたけ

ている。シングルループ学習とは、ある状況とそこに内在する問題

について深く考えることであるが、ダブルループ学習とは、その状

況についての自分自身の考え、すなわち、自分の持っている偏見

や思い込み、難しすぎて提示できない「協議不能事項」をじっくり

精査することである。

　こうした内省の目的は、自分の思考回路をダブルループ学習

のフィルターにかけることである。自分がどんな風に物事に疑問

を感じるかを自分に問いかけてみる。自分が問題を解決するやり

方に内在する問題を解決してみる。シングルループ学習から初め

て、ダブルループ学習へと移動し、じっくりと時間をかけて思考す

る。なぜこのような決定を下したのか。それにどんな意味があるの

か。次に違う方法を採るとすればどんな風にするか。この学習を今

後どう生かしていくか。

　内省は自分の失敗から学ぶことにも役立つが、また、自分の熱

望していることにどれほどの価値があるのか、その価値を高める

ことができるかどうかを考える時間にもなる。すでに実行してい

ることや、生活の中でずっと続けていることを使って、素晴らしい

アイデアを見つけるチャンスもある。マネージャーは、その時どき

のプレッシャーに捕らわれてしまうことが多い。ひとつのミスや、プ

レッシャーのきついプロジェクトに圧倒されることもある。だが、少
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し時間を取って、こうした問題をじっくり考えてみると、心に余裕が

生まれ、正しくできたことが見えてくる。

　内省には生産的なものもあれば、そうでないものもある。心理

学者は「反芻」、つまり自分自身の能力不足や、問題が手に負えな

いことについての心を迷わせるメッセージをくよくよ考え、行き詰

まった気持ちに輪をかけることについて注意するよう警告を発し

ている。このパターンを回避するには、意識して自分自身に建設

的な質問を投げかけ、それについて熟考することである。例えば、

次はどんなケイパビリティを構築しなくてはならないか。自分がそ

れに最も適切な方法で貢献するにはどうすればいいか。こうした

演習で個人をトレーニングし、すべてのマネージャーが部下の内省

をサポートできるようにするには、人事部の助けが役に立つ。

10． リーダーシップ能力の育成を現在進行中の活動として捉える。 

どれほど経験豊かであろうと、ストラテジストは、自分の学習や能

力開発に終わりはないことを認識する謙虚さと知性を持ち合わせ

ている。自分には弱点があり、どんな質問にも答えられるわけでは

ないと認めている。こうした特徴は、状況によっては他の者が専門

知識を発揮できるという、さらなるメリットになる。このように、戦

略的リーダーは新たな考え方を促し、はっきりと助言を求めて、他

者とアイデアを共有しやすい状況を作り出すのである。

　ストラテジスト候補者は学習意欲が高いため、あまりはっきりと

出世につながるわけではない仕事、例えば新たな業界、異なる役

割、横滑り人事、ストレッチされた業務、出向などでも、自分の能力

を発揮できるものであれば、受け入れる心の余裕がある。

　あなたが戦略的リーダーとしての自分自身の役割だけでなく、

他者のためのチャンスを広げたいと考える時が、いつか来るかも

しれない。その場合はよく考え、周りの人材をしっかりと見極める

必要がある。社内の他の者たちに十分な能力がないと認めるの

は、どんなリーダーにとってもたやすいことではない。また、リー

ダーシップを発揮できる可能性のある者たちが現在の組織のや

り方に不自由を感じ、他の組織へ移ろうとしているのを知るのは、

リーダーにとって一層つらいことである。

　だが、現実がどれほど不快なものでも、それを受け入れることが

できれば、あなたは変化を手助けできる立場にいる。ここで説明し

た10の原則を守れば、自分自身がスキルと影響力を持ち、他の人

が後に続くための道を整えることができる。それは実に幸運なこ

とである。なぜなら、社会やビジネスの難題や混乱のさなかで変

革できる能力は、企業が成功を収め、そしておそらく生き残るため

にも不可欠なものだからである。

“10 Principles of Strategic Leadership” by Jessica Leitch, David 
Lancefield and Mark Dawson, strategy+business, Issue 84 Autumn 
2016
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　戦略的一貫性（コヒーレンス）の欠如というテーマを扱うなか

で、より一貫性のある企業になるには、どのような文化的価値が重

要かという質問もよく受ける。その答えは、企業に特有の事情に

よって左右される場合が多い。しかしながら、米国の大統領選や英

国のEU離脱に関する国民投票に代表される2016年の政治的事

象、さらには、ナショナリズムや「反グローバル化」を掲げる政治の

顕在化から、ある一つの重要な文化的価値の存在が明確になって

いる。すなわち、ダイバーシティとインクルージョン（多様性の受

け入れ）である。

　あなたがグローバルに拡大を続ける企業のリーダーだったとし

よう。あなたの成功は成長にかかっている。成功している多くの企

業は、自社の特徴となり、また、自社のアイデンティティの定義づ

けを可能にするような複雑なケイパビリティを構築して展開して

いる。利益率の高い成長への持続可能な道のりは、他には決して

見つからないのである。複雑なケイパビリティ構築の検討の例と

して、製品の設計・製造方法や、顧客ニーズのサービスへの転換、

サプライヤーとの協働、カスタマーエクスペリエンスの創造、周り

のコミュニティーとの関わり方等を挙げることができる。

　特徴あるケイパビリティとは本質的に複雑なものであり、他者

がまねをすることは容易ではない。プロセスや組織構造、テクノロ

ジー、また、（ここでは最も関連の深い）人的スキルや行動を組み合

わせて構成されている。そうしたケイパビリティを創出するには、

焦点を明確にした人々の協力が欠かせない。そして、その協力とは

ほぼ常に、さまざまなバックグラウンドを持つ人たちを集めた、機

能横断的な協力でなければならない。実際に、書籍『なぜよい戦略

が利益に結びつかないのか―高収益企業になるための5つの実

践法』（ダイヤモンド社、2016）の調査・研究対象となった優れた企

業の多くは、チームのダイバーシティを重要な成功要因とみなして

おり、このことは他の研究によっても裏づけられている。（p25「何

が組織をスマートにするのか」参照）

　もし会社のトップがそうした成長と自社のケイパビリティの関

連性を認識しているならば、その会社は、既にインクルージョンや

協力の体制が整っている。つまり、次のような約束が従業員に対し

て暗に示されているのである。彼らは職場で互いに信頼し合うこ

とができる。彼らは敬意を持った扱いを受ける。会社は成功のた

めに彼らの才能を必要としている。どのようなバックグラウンドを

著者：アート・クライナー、ポール・レインワンド
監訳：井上 貴之

かつてなく
戦略的重要性を増す
インクルージョン

　昨今「ダイバーシティ」（多様性）と併用される形で「インクルージョン」（包含）という言葉も使われるようになってきている。この言葉により、

多様性を認識したうえで、より「対等」に「一体感」を持つ組織にしていくことが必要であるということが強調されている。本稿では、世界の社会・

経済構造が変化する中、戦略の実行主体である会社の組織において、この「インクルージョン」がどのような意味合いを持つのか、について考察

を進めていく。（井上 貴之）
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持つ人であっても、条件さえ揃えば、貢献者や協力者、またはリー

ダーとして高いレベルに登る可能性がある。そもそも、大企業で

は元来、多様な才能を結集させて困難な問題を解決しており、事

業が成立する基本要件であると言えるだろう。

　2016年の政治的事象は、このような暗黙の約束と矛盾してい

るように見えるかもしれない。バックグラウンドや政治的信念に

よっては、相当数の従業員が同僚に受け入れられないのではない

か、あるいは、経営者層からも受け入れられないのではないかと

不安になっている可能性がある。あなたは、そうした懸念を理屈に

合わない、もしくは大げさだと言って、退けたくなるかもしれない。

しかし、彼らは心からそのように感じていると言ってよい。トラウマ

的事象（多くの人にとって、今回のような分裂を生じる政治的経験

は実際にトラウマになっている）に対する脳の反応の本質として、

人が他者に不信感を抱く傾向が強まってしまう。こうした状況が、

政治的スペクトルの左側か右側かを問わず、すべてのグループに

影響を及ぼすことを認識することが極めて重要である。すなわち、

私たちは皆、潜在意識の中で偏見を抱きやすく、そのために、特

に、論争を起こすような出来事の後には、誰とでも協力するという

ことが難しくなってしまうのである。

　組織に属する人たちが、一緒に働く準備が整っていて、一緒に

働くことに前向きであり、一緒に働くことができると確実に感じら

れるようにするために、リーダーは何ができるだろうか。まずは、企

業理念として、ダイバーシティとインクルージョンをあなたが支持

していることを、従業員に対しては自社内のコミュニケーションを

通じて、また、世界全体に対しては公式な声明として、表明するこ

とから始めるのがよいだろう（社内ステートメントはリークされる

可能性があるため、結局はすべてが公になると想定しなければな

らない）。これは単なる道徳的問題ではない。リーダーが作り出す

雰囲気や公の場での、または、従業員に向けた話し方が、経済的な

業績に影響を与えることになるのである。また、主要な人材の雇

用、効果的なチームの構築、経営層の評判の維持、経営陣の効果

的なチーム運営に影響を及ぼすだろう。自社内の対立を解決する

ために多くの時間を費やせば、それだけ戦略とその実行に向ける

時間がなくなってしまうのである。

　その内容は、バックグラウンドまたは考え方がどのようなもの

であれ、現在のスタッフに対しては雇用状態が継続するという、約

束を確認することから始めよう。従業員の中には、他者が自分に

対して根深い反感を抱いていると感じている人がいるかもしれな

い。そうした人たちには、互いの行動の根底にある理由を理解す

る時、誰もが利益を享受するのだということを気づかせるとよい

だろう。ダライ・ラマが指摘しているように、敵は寛容を教えてくれ

る最良の師なのである。私たちは皆、そもそもなぜ対立が存在す

るのかという理由を理解しなければならない。そして、ただ単に怒

りを表すのではなく、問題の根本的原因について、もっと明瞭に考

えなければならないのである。

　このようなタイミングにおいて、会社が行うダイバーシティな

いしはインクルージョンのための取り組みには果たすべき新たな

役割がある。ダイバーシティマネジメントという分野は未成熟で

あるが、この分野への投資が経済的な成果を上げることがわかっ

てきている。というのも、高いスキルを有する人材を引きつけ、確

保することに効果があるからである。しかし、ダイバーシティやイ

ンクルージョンを扱うプログラムの多くが、もっと戦略的な明瞭

さを必要としている。そうしたプログラムでは、ダイバーシティの

目標と組織の戦略がリンクしておらず、さらには、アップルのデザ

インやイケアのサプライチェーン、スターバックスのカスタマー

エクスペリエンスのように、多様なスキルセットと優れたケイパ

ビリティの関係性が明白になっていないことも多い（『Strategy 

That Works』で取り上げた上記3社のリーダーが、2016年、イン

クルージョンを支持する発言をしていたことは、おそらく偶然の一

致ではないだろう）。このようなケイパビリティは複雑である。会

社において望むべき成長を実現するためには、幅広いスキルセッ

トを結集させなければならない。それらのスキルセットを集める

Strategy&東京オフィスのパートナー。

業務変革、ITトランスフォーメーション、

全社組織変革、PMI新規事業戦略支援

などを得意とする。保険プラクティスお

よびオペレーションプラクティスの共同

リーダー。グローバルFit for Growth

チームのコアメンバーとして、成長のた

めのコスト最適化アジェンダのリードも

行っている。

strategy+businessの編集長。2008年

からシュワルツ、トムソンと協力して調

査を行い、本稿のもとになる考え方をま

とめている。

Strategy&シカゴオフィスのグローバ

ル・マネージング・ディレクター。ケイ

パビリティに基づく戦略と成長という

CDSアプローチを主導する。「なぜよい

戦略が利益に結びつかないのか－高収

益企業になるための5つの実践法」（ダ

イヤモンド社、2016）の原著者。

井上 貴之（いのうえ・たかゆき） 
takayuki.inoue@
strategyand.jp.pwc.com

アート・クライナー 
kleiner_art@
strategy-business.com

ポール・レインワンド
paul.leinwand@
strategyand.us.pwc.com 
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には、すべての人の独自のスキルを引き出せるような方法で、多

くの多種多様な人材同士が高いレベルで協力し合うことが欠か

せない。さまざまな境界線を越えてより効果的に仕事をするため

に必要なスキルを、チームメンバーに提示するための「デモンス

トレーター」プロジェクトとして、複雑なケイパビリティの構築を

利用することによっても、ダイバーシティプログラムと戦略目標を

もっと密接に結びつけることができる。

　新たなプレッシャーを切り抜けるにはおそらくこれでは十分で

はないだろう。しかし、ここが出発点なのである。政治や人的資本

指向の新たなスキルを構築することが必要になる。他にどんなこ

とが起ころうと、企業が前進する中で、これらのスキルは企業に資

するものとなるだろう。今こそ始める時である。

“Inclusion Is More Strategic Than Ever” by Art Kleiner and Paul 
Leinwand, strategy+business, November 30, 2016
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ポール・マイケルマン ： こんにちは。strategy+businessのポール・

マイケルマンです。今、マサチューセッツ工科大学（MIT）のトーマ

ス・マローン教授を訪ねて、同校のキャンパスにお邪魔しています。

マローン教授はMITにおける集合知研究センター（MIT Center 

for Collective Intelligence）の所長で『フューチャー・オブ・ワー

ク』（The Future of Work: How the New Order of Business 

Will Shape Your Organization, Your Management Style and 

Your Life）の著者としても有名です。マローン教授、今日はお時間

を取っていただき、どうもありがとうございます。

トーマス・マローン ： こちらこそ。

ポール・マイケルマン ： では最初に一番基本的な質問をしたいと

思います。集合知とはどういうものですか。

トーマス・マローン ： 知性というものは、あなたや私のような個人

の頭の中だけに生じるものではない、と認識することが大切だと

思います。それは個人の寄り集まった集合体の中にも生じるので

す。実際、私は集合知を「集合的に知的だと思える行動を取る個人

の集合体」と定義しています。この定義によると、集合知はずっと

以前から存在していたことになります。企業や国や家族や軍隊な

どこれらはすべて、少なくとも時々は知的だと思える方法で協力

してきた人々の集合体の例と言えましょう。しかしここ数年、イン

ターネットをはじめとする新技術全般によって、まったく新しいタ

イプの集合知が登場してきました。

　例えばグーグルを考えてみましょう。何百万もの人がウェブ

ページを作り、そのウェブページを互いにリンクさせています。そ

して、グーグルのアルゴリズムによって、そこに掲載されているあ

らゆる知識を収集することができるのです。ですから、グーグルの

検索バーに質問を打ち込むと、驚くほど知的な、少なくともその言

回答者：トーマス・マローン
インタビュアー：ポール・マイケルマン
監訳：玉越 豪

何が組織を
スマートにするのか
━マサチューセッツ工科大学 
 トーマス・マローン教授との対話━
MIT教授のトーマス・マローンが、何が組織をスマートにするのか、なぜ女性は組織の
集合知を上げるのか、などについてstrategy+businessの独占インタビューで語った。

　優秀な人材を多く抱えながらも、組織の各構成員の知恵を十分に生かしきれていないと感じる日本企業の経営者の方々の悩みがよく聞

かれる。分権的な組織構造を採用することで集団としての成果最大化を目指す場合、いかなる点に留意すべきであろうか。本稿は、集団の中

にも存在する知性を指す「集合知」という概念に触れながら、メンバーの社会的知性、メンバーの議論への参加度合いの平等性、グループ内

の女性の割合が集合知と有意に相関することを紹介している。（玉越 豪）



26 S t r a t e g y &  F o r e s i g h t  Vo l .10   2 017  W i n t e r

葉のいくつかの意味において知的な答えを得られることがよくあ

ります。またウィキペディアもそうです。世界中の何千もの人々が

集団で、一元管理もほとんどなく、たいていは無報酬で、非常に大

きく驚くほど質の高い知的生成物を作り上げています。

　こうした新しい集合知の事例は、それで終わりなのではなく、ま

だ始まったばかりだと思います。これから何十年にもわたって、IT

による集合知の事例がさらに登場してくると思います。これから

何が起きるのか予想したければ、特に今後起きることをうまく活用

したければ、その可能性を今までよりはるかに深く理解する必要

があると思います。

ポール・マイケルマン ： トム、何が集団を知的にするのですか。

トーマス・マローン ： 実は、まさにその質問の答えが知りたくて調

査をしたんです。基本的には、心理学者が個人の知性を測定する

のと同じ統計テクニックを使ったのですが、私たちはそれで集団

の知性を測定しました。その結果、非常に幅広い多様な種類の仕

事を集団がどれほどうまくできるか予想する統計因子は、集団で

も、個人と同じくたった一つしかないことが分かりました。私たち

はその因子を集団知と呼んでいます。このような測定方法で、何

によってグループが集団知を持てるようになるのか調べたところ、

平均、つまりグループメンバーの最高レベルの知性がそのグルー

プの集団知と相関関係にあるものの、その相関程度はあまり高く

ないことが分かりました。言い換えると、グループの中に頭のいい

人がたくさんいても、そのグループが必ずしも頭がいいとは限ら

ないということです。

　グループの中に頭のいい人がたくさんいることが、そのグルー

プの知的レベルの高さにつながらないとすると、他にどんな要素

があるのでしょう。私たちは影響を与える可能性のあることをい

ろいろ調べ、グループの集合知と有意な相関関係があるものは三

つしかないことが分かりました。第1は、平均的な社会的知覚で、

これはグループメンバーの社会的知性と呼ばれることもありま

す。これは被験者に他の人の目の写真を見せて、写真の中の人は

どんな感情を持っていると思うか尋ねて測定しました。その結果、

グループの中にそれが得意な人がたくさんいると、そのグループ

は平均的に、集合知が高いことが分かりました。

　第2は、グループのディスカッションにいろいろな人がおおむね

平等に参加しているかどうか、その度合いが、グループの集合知と

相関関係があることが分かりました。グループの話し合いで一人

か二人だけが話を独占しているグループは、グループメンバー全

員がもっと平等に話しているグループより、平均的に知性が低い

ことが分かりました。

　第3は、グループ内の女性の割合とそのグループの集合知に有

意な相関関係があることが分かりました。女性の多さとグループ

の知性の高さは相関関係にあったということです。

ポール・マイケルマン ： グループの中の女性の数、または女性の

割合が多いほど、グループは知的なのですね。それはどうしてだと

思われますか。

トーマス・マローン ： 私はまず科学者として正確を期すため、あな

たの仰ったような因果関係は必ずしも正しくないと申し上げたい

と思います。女性が多いグループの知性が高いということが完全

に明らかになったわけではなく、少なくとも一つの相関関係として

それが分かったということです。さて面白いことに、統計的に言う

と、その結果は社会的知覚に関する最初の結果によってほぼ説明

がつくものでした。言い換えると、社会的知覚すなわち社会的知

性という尺度で見ると、平均的に女性のスコアは男性より高いこ

とは、この調査をする前から分かっていたのです。

　どういうことかと言うと、私たちの調査結果は、グループが集団

的に知的であるために必要なものは、おそらくグループ内に社会

的知覚または社会的知性の高い人が大勢いることだというふうに

解釈することもできます。その人たちが男性か女性かはそれほど

問題ではないでしょう。しかしその人たちについて性別以外に何

も分からない場合、グループ内に女性がたくさんいることが要因

だと認識しがちなのです。

ポール・マイケルマン ： 今後、職場で女性の役割が進化していくと

すると、どのように進化していくと思いますか。

トーマス・マローン ： 私たちは今、職場における女性の役割という
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点で、大きな変革の時期にいると思います。それも、今変革が始

まったのではなく、すでに非常に大きな変革期の真っただ中にい

るのです。30年前私がこの仕事を始めた時、まだ多くの職場で女

性はどちらかと言うと稀な存在でしたし、多くの点で明らかに同等

の役割を担ってはいませんでした。ところが今日、あちこちで劇的

な変化が生じており、今後もそれは続いていくと思われます。私自

身は、われわれは利用可能な働き手をできるかぎり最大活用すべ

きであると考えています。われわれというのは、組織を作る者や管

理する者のことです。長年、私たちの組織は潜在能力、つまり組織

のために働くことのできる女性の能力を活用してきませんでした

が、今ではそれがどんどん進んでいると思います。先に述べた調

査では、もっと多くの仕事のグループに女性を増やせば、思いも

よらないメリットが生まれる可能性が示唆されていると思います。

私たちが完全に理解できない何らかの理由、社会的知性か何か分

かりませんが、それが、おそらく以前には分からなかった方法でグ

ループ内のやりとりの効果を高めているのかもしれません。

　私は、女性だからというだけの理由で女性を雇ったり、昇進させ

たりすべきではなく、どんな人もその能力に応じて昇進させるべ

きだと思います。しかしその場合は、性別や人種やその他のいろ

いろな特徴に目を惑わされず、そうしたことを気にせずにできる

ことが非常に大切だと思います。現在、働く女性の将来は、例えば

30年前の働く女性の将来に比べると、大変明るいと思います。

ポール・マイケルマン ： 今日、集合知理論を適用している組織はあ

るでしょうか。もしあれば、いくつか例を挙げてくださいますか。

トーマス・マローン ： 先にも述べたように、ある意味では集合知は

ずっと昔から存在していたわけですし、またある意味では、程度の

差こそあれどんな組織も集合知の実例といえるのです。ここで重

要なのは、集合知の存在が可能なように、とても愚かなことをす

る人々のグループも存在しうることを理解しておかねばなりませ

ん。集合知と同じくらい集合痴も存在しうるのです。しかし今日、

普段から集合的に知的であることに長けた組織がいくつかあると

思います。無作為にいくつか例を挙げてみましょう。多くの人が知

的な組織だという一つの例は、アップルコンピューターです。彼ら

は会社全体を、パーソナルコンピュータから音楽へ、携帯電話へ

と何度も変化させてきました。それには幸運やいろんなことが関係

していたのでしょうか。おそらくそうでしょう。しかし、それは彼らの

組織の知性もある程度関係しているように私には思えるのです。

　もう一つの例として挙げられるのはゼネラルエレクトリックで

す。同社は1896年ごろの創立ですが、その時からダウジョーンズ

平均株価の構成銘柄の一つに入り、今なおその地位を保っている

唯一の組織、唯一の会社です。ゼネラルエレクトリックは何十年に

もわたって、極めて多種多様なビジネス環境で、また事実上異な

る産業において、成功を収めてきました。これも集合的に知的な

組織と呼ばれるものの一つの姿だと思います。

　事実、ゼネラルエレクトリックは最近、非常に興味深い取り組み

を始めました。それは、クラウドの力を生かした新しいタイプの集

合知を活用し、それでいろいろなことをする、というものです。例

えば、自分たちが抱えている技術的、工学的な問題を解決するた

めに、クラウドに対していくつもコンテストを行っています。最近で

は、カーキーという会社との提携関係を発表しました。この会社は

ネット上の90万以上の人々のコミュニティーを利用して、革新的

な製品アイデアを出してもらい、場合によってはそれを開発し、ゼ

ネラルエレクトリックに販売してもらうことになっています。

　またもうひとつ、集合的に知的な組織だといえる例は、1年と少

し前に起きたボストンマラソン爆破事件の問題解決に取り組んだ

法執行機関グループです。覚えているでしょうか。これらの法執行

機関は事件後わずか2、3日のうちに、犯罪現場の何千、何万もの

写真やビデオを分析し、わずかの期間で爆破犯とされる人物を割

り出しました。これは会社ではありませんが、ある意味で同じ組織

といえるでしょう。彼らも同じ集合知を示していると思います。

ポール・マイケルマン ： アップルやゼネラルエレクトリックなどの

組織は、自分たちが集合知を意味しているという事実を意識して

いるのでしょうか。それとも、自分たちがその集合知を活用してい

るのを観察されると、それを引っ込めるようなところがあるので

しょうか。

トーマス・マローン ： ええ、それはとても面白い質問ですね。なぜ
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なら私は集合知という考え方は、オブザーバーやアナリストがある

システムに適用する考え方だと思っているからです。もう一つの例

として、生産性やあるいは正味現在価値というコンセプトが考えら

れると思います。こうしたコンセプトは、会社内で何が起きている

か分析するのに大変有益です。今日、多くの企業はこうした考え方

があることを知っていますし、自社の業務や業績を把握し、多くの

場合は改善のために、非常に意識的にそれらを使っています。

　集合知は、先に述べたように大昔からある現象ですが、それで

もこの考え方は、分析的な考え方としては比較的新しいもので

す。はっきり集合知という言葉自体は使わなくても、そのように行

動する企業がいくつもあると思います。しかし私は、これは正味現

在価値や生産性などと同じ考え方だと思っています。こうした組

織を理解し改善するのに役立つ考え方なのです。

ポール・マイケルマン ： トム、今後職場はどのようになっていくと思

いますか。

トーマス・マローン ： 将来の職場に生じる最も重要なことの一つ

は、はるかに大きな自由が与えられることだと思います。ビジネス

において人間ははるかに自由に振る舞えるようになるでしょう。事

実、私たちはもう、ビジネスにおける人間の自由拡大の初期段階

にいると思います。これはやがて、政府が民主主義へ変化していっ

たのと同じように、ビジネスにとっても重要な変化になるかもしれ

ません。そういうことが今起きつつあると私が思う理由は、現在、

人間の歴史において初めて、規模の経済といった巨大組織の経済

的利益と、柔軟性、自由、創造性、モチベーションといった、非常に

小さな組織の持つ人間的なメリットの両方を手にすることができ

るようになったからです。

　今このふたつを同時に手にすることができるのは、新世代の情

報技術、メール、ウェブ、インターネット全般、こうしたあらゆるもの

のおかげで通信費が非常に安くなり、巨大組織であっても非常に

多くの人が、もっと多くの情報を持っている上部からの命令に従う

だけでなく、独力で良識ある決定を下せるようになったからです。

　ですからある意味では、技術こそが立役者だといえるでしょう。

通信費を下げ、多くの人が多くの情報を入手できるようにし、多くの

人が独力で多くの決定を下せるようにしたのは、技術だからです。

ポール・マイケルマン ： 経済や産業の中で、こうした変化が最も起

こりやすい、あるいは今やこうした変化の機が熟したと思う部分は

どこですか。

トーマス・マローン ： こうした変化はまず、分権的意思決定のメ

リットが最も重視されるところ、非常に意欲的で革新的で創造的

な働き手が重視されるところで生じやすいと思います。そういうこ

とが他より重視される産業はいくつかあります。例えばソフトウエ

ア産業やハイテク産業、出版業や知識ベースの産業全般がそうで

しょう。しかしどんな産業でも、意欲に満ちた働き手を特に重視す

る企業や、非常に画期的なアプローチでビジネスを行う企業なら、

こうした変化が生まれる可能性があると思います。

ポール・マイケルマン ： より分権的な意思決定を行う組織構造に

よって生じる問題があるとすれば、どういうものですか。

トーマス・マローン ： 分権的意思決定は組織構造に多くの影響を

与えると思います。ちょっと例を挙げてみましょう。真っ先に思い

浮かぶ、ある意味で最も分かりやすいケースは、私はまったく面白

みを感じないのですが、管理体制を簡素化し、管理の範囲をさら

に広げ、組織内の階層を減らすことです。これはあまり目新しいも

のではありません。私は自著『フューチャー・オブ・ワーク』の中で、

もっと分権的な意思決定が行われる現代の世界で、それよりはる

かに一般的になると思われる三つの組織構造について論じていま

す。それは、ゆるやかなヒエラルキー、民主主義、市場の三つです。

　『フューチャー・オブ・ワーク』を出版してから数年のうちに、今ま

でとはまったく別の、クラウドを巻き込んだ分権的な組織構造とで

も言うべきものの実例がいくつも生まれてきました。言い換える

と、一つのヒエラルキー組織の中の人々に、より大きな自由を与

えるだけでなく、インターネットによってアクセスできる世界中の

人々の集合知を活用するという現象です。例えばウィキペディア

や、リナックスのオープンソース基本ソフト、あるいはeベイを生み

出した人々の活動がそれにあたります。いずれも非常に分権的な

組織ともいえるコミュニティーの事例です。それは相手に対してあ

まり命令しないだけではなく、このコミュニティーや組織の一部と

して働きたいかどうかさえ自分で決定し、働きたければ何がしたい
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のかも決定できるという意味で、極めて分権的だと言えましょう。

ポール・マイケルマン ： トム、『フューチャー・オブ・ワーク』が最初に

出版されてから10年の間に、新しい仕事の秩序はどのように進化

してきたのでしょう。

トーマス・マローン ： 一つ胸を張れることは、基本的に2004年に

私が『フューチャー・オブ・ワーク』で言ったことは、すべて10年前と

同じく今でも当てはまるということです。あの本を今書き直すな

ら、違った例を用いると思いますが、当時私が指摘した考え方のポ

イントや歴史的な類似性はすべて今でも当てはまります。MIT集

合知研究センターにおける私たちの研究の中心的な質問は、これ

までのどんな人物やグループ、あるいはコンピューターより集合

として知的に行動するために、どうすれば人とコンピューターを結

び付けられるか、ということでした。

　この問題から初めて、それを真剣に考えれば、時として出てくる

答えはおそらくこれまでの組織の答えとはまったく違ったものに

なると思います。この5年から10年、それが私の考えの原動力で

した。どんな方法でもいいから人とコンピューターを結び付け、想

像できる限りの知的な組織を作るにはどうすればいいか。しかしこ

の数年、ウィキペディアやグーグルイノセンティブやリナックスな

ど、非常に面白い集合知がたくさん登場してきたと思います。これ

らは非常にバーチャルな組織で、個人のゆるやかな集合体と言う

か、おそらくコミュニティーと呼んでもいいと思いますが、そこで

驚くほど知的なことを行っているのです。しかし、こうしたクラウド

ベースの知性、クラウドベースの組織は、将来の組織の非常に重

要な部分、多くの人が考えているよりはるかに重要な部分を占め

る可能性が高いと思います。

ポール・マイケルマン ： 今取り組んでいる研究で、特に面白いと感

じているものはありますか。

トーマス・マローン ： すでにお話ししたことに加えて、もうひとつプ

ロジェクトを行っています。このプロジェクトは非常に面白く、その

長期的な可能性に大いに期待しています。それは、地球の気候変

動の問題に関するプロジェクトです。気候変動は、今日、人間が種

として直面する最も重大な問題の一つであり、非常に大きく困難

で複雑な問題だと言われています。それは上層大気の物理学から

海洋科学、技術開発の経済、さらには人間の意思決定の心理学ま

で、ありとあらゆる専門知識を必要としています。こうしたことが

すべて含まれる非常に難しく複雑な問題で、どうすればいいか簡

単に解決できるようなものではありません。

　これまでは、国際協定の話し合いとか、国の法律制定の話し合

いなど、この問題には主にトップダウン方式で臨んできたわけです

が、そうしたトップダウン方式は、この問題を扱う上であまり効果が

なかったと考える人も多く、そうしたことが悲観的なムードを生ん

でいます。しかし私は、楽観的になれる理由が少なくとも一つはあ

ると思っています。それは15年前でもありえなかった、本当に大き

く困難で複雑な問題に取り組む新たな方法を、今私たちは持って

いるということです。グーグルやウィキペディアやリナックスの例

を考えると、原則的にインターネットを使って、世界中の何千もの

人々の集合知を活用し、これまで人類の歴史にありえなかったほど

大規模かつ密接に協力して、大きく困難で複雑な問題を共同で解

決することが可能だということが分かるではありませんか。

　このプロジェクトでは、地球の気候変動についてどうするべき

かという問題に、クラウドソーシング型のアプローチを適用しま

した。そのために「クライメートコラボ（Climate CoLab）」とい

うオンラインプラットフォームを立ち上げています。このプラット

フォームを利用する人々のコミュニティーには、地球の気候変動

の科学や政策で世界をリードする専門家もいますが、学生や事業

家、技術者、NGOのメンバーなど、文字通り世界中の1万人を超え

る人々からなる世界コミュニティーもその中に入っており、全員が

力を合わせて、地球の気候変動について人間が何ができるかを提

案し、その提案を分析しています。

ポール・マイケルマン ： トーマス・マローン教授、どうもありがとう

ございました。

トーマス・マローン ： ありがとうございました。

“ In conversation with Thomas Malone” by Thomas Malone and Paul 
Michelman, strategy+business, May 14, 2014
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　あなたは責任者として難しい決断を迫られたことがあるだろう

か。どの選択肢が最善なのかはっきりしない、倫理的に問題があ

るかどうかも分からない、しかしその影響は何百人、何千人にも

及ぶ可能性がある、というたぐいの決断である。どれが正しい行

動なのか、どうしたら分かるのだろう。難しく不確かな状況におい

て、繰り返し適切な決断を下せる習慣を身に着けるにはどうすれ

ばいいのか。

　脳科学者や心理学者は、決断の瞬間に、人間の心（精神活動の

中心）と脳（その活動と関連のある身体器官）の内部で何が起き

ているのかを明らかにしつつある。こうした動きを理解し、それが

自分や周りの人にどんな影響を与えるかが分かれば、より効果的

な思考や行動のパターンを身に着けることができる。規模を拡大

すれば、組織でもこうしたパターンを再現することができる。この

ような実践を重ねていけば、やがて質の高い戦略的リーダーシッ

プを身に着けられるようになる。すなわち、他者を導き、組織が限

界を超えて進むための力となり、高い目標に向かって企業を導い

ていけるようになる。

　ある専門サービス組織の人事担当取締役の実話を例にとって

考えてみよう。（エピソードを紹介する許可は得ているが、本名を

使うことはできないので）この取締役を仮に「ナタリー」と呼ぶこ

とにしよう。40歳代の女性で、CEOの直属だった。会社の収益は

長期間減少を続けており、ナタリーには状況改善のための様々な

アイデアがあったが、経営戦略会議には呼ばれなかった。代わり

に、人事に関するあらゆる問題（セクシュアルハラスメント、いじめ

の問題、一時解雇など）はすべて彼女に委ねられた。ある年、ナタ

リーは会社の財務会計業務を海外へ移転せざるを得なくり、30人

規模のスタッフが職を失った。それはつらい決断だったが、会社の

存続のためには必要なことだった。

　それから数年間、大きなストレスを抱えながらナタリーは週70

時間以上働いた。結婚生活は暗礁に乗り上げ、仕事をしていても

不安でたまらず、慢性的ないらだちを隠すことができなくなった。

そのためナタリーの勤務成績は悪化し、パニック状態になってい

るのが自分でも分かるほどだった。（今の状態がこれ以上続けば、

もう対処できなくなって、仕事を失ってしまう）。

著者：ジェフリー・シュワルツ、ジョシー・トムソン、アート・クライナー
監訳：吉田 泰博

戦略的リーダーシップ
の脳科学
脳の活動に二つのパターン「高位経路」「低位経路」があることが分かってきた。
「高位経路」の使い方を学ぶことで戦略的意思決定力を磨くことができる。

　組織のリーダーは多くの高度な意思決定を行うことが求められている。迅速な判断や短期的な利益が求められる現代のビジネス環境に

おいて、短期的・局所最適な思考に陥ることを避け、客観的な状況認識に基づく本質的・戦略的な意思決定を行う能力を身に付けることがで

きれば個人としても組織としても大きな力となるだろう。本稿では、意思決定に関わる脳の働きを脳科学の観点から概観し、広い視野から戦

略的な洞察に基づいた意思決定を行うのに適した脳の使い方とそのための訓練について論じている。（吉田 泰博）
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　ナタリーにとって幸いだったのは、エグゼクティブコーチはじ

め、状況を正しく認識できるように助けてくれるスタッフがいたこ

とである。ナタリーはマインドフルネスなどの実践療法を取り入

れることにした。最初はためらいもあったが、次第に熱心に実践す

るようになった。毎日起床後30分間、一人だけの時間を過ごし、ス

トレスの根幹にある脳からの虚偽のメッセージに注意を集中させ

る。例えばナタリーは、自分以外は誰もがミスをしがちだと考える

傾向が自分にあることを知っている。（たいていの人は間違いばか

りするので、厳しく管理する必要がある。また、会社のリーダーた

ちは自分に敬意を払っていないと考えている。私はただの人事責

任者にすぎない。本当の仕事が行われているところは営業や財務

だ）。以前はこれらを正しい状況認識だと思っていたが、今では単

なる脳からのメッセージだと考えるようになったので、こうした考え

が意識の中に生まれても冷静に観察できるようになった。

　一人で内省する時、彼女はこうしたメッセージを見直し、自分の

状況を別の方向から見るようにする。それは、いつのまにかできる

ようになったのではなく、訓練のたまものである。ナタリーは、人

員募集や研修のように精通した分野の問題だけでなく、あまり詳

しくない合併や成長などの分野の問題もじっくり考え戦略的アプ

ローチを提案する訓練を積んでいる。こういった別の視点にあら

ためて注意を集中し、どうすれば貴重な貢献ができるかを繰り返

し考える。重要な会議の前には、社内の各部門のリーダーが、自分

の主張にどう反応するかを考える。重要な決断を下す場合は、他

の人がどう反応するかに注意を払い、フォローアップすることを心

掛けている。こうしたすべての場合に、彼女は心の中に作り上げた

概念、すなわち「賢明なる助言者(Wise Advocate)」に呼びかけ

ている。「賢明なる助言者」とは、指導や意見を求めることのでき

る、公正なオブザーバーのようなものである。

　ナタリーはこの訓練を2013年ごろから開始したが、徐々に彼女

の話し方や話の内容に影響を及ぼすようになった。ナタリーは今

では必ず経営戦略会議に招かれる。危機的状況が生じた場合、ま

るでナタリーが会社の「賢明なる助言者」であるかのように、皆が

彼女を頼りにする。ナタリーが好機を指摘したことも一因となり、

会社の見通しも明るくなり、今では一時解雇ではなく人員募集を

している。また人事部におけるミスの減少も達成した。ナタリーは

もう毎週70時間働く必要はない。

　これはただ適切な経営管理を実践しているだけで、特別なケー

スではないと思うかもしれない。確かにそうかもしれない。だがそ

れは、4年前のナタリーではできないことであった。彼女は、上司

を喜ばせようとして疲れはてた社員から、戦略的視野を持った影

響力のあるリーダーへ、着実に変化を遂げていった。こうした変化

の可能性は常に存在していたものの、奨励や報奨や脅し、あるいは

「足元に火が付いた」というたぐいの外部の圧力ではナタリーを

変えることはできなかった。彼女が変わったのは、その考え方が変

化したからだった。注意を集中し直すことで、ナタリーは会社に必

要なリーダーになれたのである。

注意を集中させることで生まれる力

　ナタリーの変化は意識的なものであり、再現も可能である。本

稿の読者は誰でも同じ変化を遂げることができる。ナタリーのエ

ピソードは、大きな組織で、特に混乱と変化の時期に、力を発揮で

きるリーダーになる方法についての仮説を実証している。この仮

説は、見過ごされがちな二つの認知行動、すなわちマインドフル

ネス（自分自身の精神活動をはっきりと認識すること）とメンタラ

イジング（他の人の考えや行動に細心の注意を払うこと）を組み

合わせることで、優れた戦略的なリーダーシップを育成できること

を示唆している。この仮説は、つきつめると一つの中核原理に要

約することができる。すなわち、（重要な選択局面で意識を集中す

れば、力を発揮できるリーダーとしての能力を構築することがで
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図表1 ： 高位経路（ハイ・ロード）と低位経路（ロー・ロード）
この二つの繰り返し発生する精神活動のパターンは、脳の回路と密接に関係している。
円はそれぞれ脳の機能を表し、カッコ内の記述は関連する精神活動を表している。

出典 ： ジェフリー・シュワルツ、ジョシー・トムソン、アート・クライナー、およびワイズ・アドボケイト・エンタープライゼズ

きる）ということである。

　業務上の意思決定を行う際、人はたいてい二つの基本的な方

法のうちどちらかに意識を集中しがちである。それを略図で示し

たのが図表1である。

　一つ目の精神活動のパターンは「低位経路（ロー・ロード）」と呼

ばれる。このパターンは、可能な限り素早く効率的に自分や他人

が求めているものを得ることを目的とした迅速な行動を好む。も

う一つのパターンは「高位経路（ハイ・ロード）」と呼ばれるが、こち

らは、私たちが「賢明なる助言者」と呼ぶ脳内概念、すなわち長期

的で幅広いメリットを持った根本的な解決を重視する心の中の声

として現れることが多い。低位経路は急場しのぎの対応をもたら

すが、高位経路は思慮深い戦略的な対応を生む。

　偶然にもこの二つの精神活動のパターンは、前頭前皮質の二

つの面、つまり高位経路は背部（高部）、低位経路は腹部（低部）と

関連している。人が頭をまっすぐに上げると、脳内では前頭前皮質

の背部が腹部の上に位置する。私たちが、高位経路と低位経路と

いう名称がふさわしいと考える理由の一つはそこにある。高位経

路と低位経路は、精神活動や脳内回路と結びついているので、ど

ちらも習慣性がある。我々の仮説が正しければ、精神活動と脳内

回路の関係によって戦略的リーダーシップの根源を説明すること

ができる。

　この仮説の最も重要なポイントは、心と脳の相互関係である。

被験者に特定の方法で注意を払うように促すと、脳のある部分の

血流が増し活性化するのが観察できる。例えば人に怖い写真を見

せると扁桃体が活性化し、fMRIスキャンによって確認できる。こ

の活性化は物理的で受動的なものであり、人は自分が味わう感情

や、脳内で生じる活性化を意識的に選択できない。

　だが、脳内活動は精神活動と同じではない。精神活動は、脳内

の物理的回路と結びついていることが多いが、別の存在でもあ

る。その証拠に、脳に障害を負った人が、再び注意を集中できるよ

自己参照センター
内側前頭前皮質 

自己や他者に関する
情報を処理する}

警告センター
扁桃体、島皮質、
眼窩前頭皮質

哺乳類において進化した
脳機能で、強い感情と
結びついている

「何かが
間違っている」

執行センター
外側前頭前皮質

人類において進化した
脳機能で、目標指向の反応や
計画と結びついている

「最も必要な
ことをせよ」

習慣センター
大脳基底核 

爬虫類において進化した
脳機能で、反射的な反応と

結びついている 
「正しいと感じる
ことをせよ」

反応的自己参照
センター

前頭前皮質腹内側部
主観的評価

「自分は誰か、自分は
何が欲しいのか、
他者は何が
欲しいのか」

高位経路（ハイ・ロード）

メンタライジングとマインドフルネスによって起動
する。戦略的リーダーシップの能力を高める。幅広
い視点と長期的な価値に注意を集中するような
メッセージは、この回路を素早く伝わり、回路を強
化する。

低位経路（ロー・ロード）

問題の解決や便宜的な対応に重点を置くが、戦略
的リーダーシップの能力に対しては何の働きもな
い。虚偽のメッセージも容易にこの回路を伝わり、
回路を強化する。

熟考的自己参照
センター

前頭前皮質背外側部 
メンタライジング

「他者は何を考えて
いるのだろうか、
これから何をするの

だろうか」
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う訓練を受けると、障害を受けた部分の機能が、脳の他の部分へ

移動するという事実がある。他の証拠として、依存症、うつ病、強

迫性障害などの精神疾患に対して、純粋に物理的な治療法を避け

ることが多いことが挙げられる。また、心を活性化する方法は脳の

活性化とは異なる。人は何に注意を集中するかを意識的に選択す

ることができ、その選択は心の中で行うが、それはやがて脳の物

理的構造に影響を与えることになる。この現象は自律的神経可塑

性と呼ばれる。

　カナダの科学者ドナルド・ヘッブは、1950年代に神経可塑性の

重要な原則の一つを発見した。「ともに発火したニューロンは結

合が強まる」というものであり、「ヘッブの法則」として知られてい

る。言い換えると、脳のいくつかの部分が一緒に活性化を繰り返し

ていると、やがて互いに物理的に結合するということである。心の

中で、あるパターンの精神活動が頻繁に起きれば起きるほど、脳

内ではその精神活動に関連した神経回路が固定化され、やがて神

経はその回路をすぐ伝わるようになる。それどころか完全に自動

化されることもある。

　このプロセスは、強力な検索エンジンの活動と似ている。例え

ばグーグルで、ある言葉や言い回しを検索する時、検索エンジン

はそれに注意を払う。また、クリックされた検索結果を追跡し記録

する。次回、検索エンジンを使う時には、その人が前に選んだ言葉

や検索結果を目立つように表示する。なぜなら、それが求めるも

のに近いと想定するよう設計されているからである。こうして以前

の検索時より多くの結果を得ることができる。未来の結果は過去

の選択を反映するのである。

　脳内回路もそれと少し似ている。あなたが何かに注意を払う

時、あなたは何にどう注意を払うかを選択している。その選択に

よって脳内回路は強化される。この現象は人間の欠点とも関係し

ており、特に依存症や強迫性障害はこうして強められていく。しか

し、自律的神経可塑性を使って、建設的な目的のために脳を訓練

し、リーダーシップを強化することもできる。最初は、低位経路の

方が居心地がよく、高位経路を使うことは少ない。だが、心の中で

高位経路の方を優先して選択するようになれば、そうした選択が

脳内の関連回路を強化する。こうなると、高位経路をいつでも簡

単に使えるようになり、リーダーとしての才能と素養を身に着けら

れるようになる。

低位経路による思考

　現代生活には、難問が次から次へと登場する。いくつもの約束

を守らなければならないし、多くの問題を解決しなければならな

い。試験は合格しなければならないし、いろいろな状況に対応しな

ければならない。低位経路とは、こうした問題に迅速・便宜的に対

応する精神活動のパターンであり、それに結びついた脳内回路で

ある。誰かと取引する時、褒賞や奨励金を設けようとする時、ある

いは組織の中で自分や他者のニーズを満たそうと思う時、あなた

はおそらく低位経路を進んでいる。この活動は、欲望、心配、恐怖、

いら立ち、高揚、安心といった、強い感情を引き起こすことが多

い。日常の仕事では、たいていの人がほとんどいつも低位経路を

使用している。

　低位経路は脳の中で次の三つの主要な機能につながってい

る。それは「反応的自己参照センター」「警告センター」「習慣セン

ター」で、それぞれ個人の主観的評価、恐怖感や本能的な反応、そ

して動物の初期の進化に基づく反復的で意識的な注意を必要と

しない基本行動をつかさどる。

　才能にあふれたカリスマのある自己陶酔型のリーダーの中に

は、低位経路を使うのが非常に巧みな人がいる。こういう人たち

は、「空気を読み」、力強くきっぱりと「人が望むものを与える」こと

ができるので、優れた競争者という印象を受ける。しかし、低位経

路からのシグナルは、それを本当だと信じがちだが、必ずしも正確

ではない。低位経路からは、オール・オア・ナッシングの思考（この

会社では勝者になるか敗者になるか、どちらかしかない）から自己

満足（当社の大手顧客が他の企業に寝返るはずがない）まで、虚

偽の脳内メッセージが発せられることが多い。ナタリーの慢性的

な不安（私はこの企業では絶対にリーダーとしてまともに受け止

められることはない）は、低位経路の虚偽のメッセージだった。同

じように、短絡的な多くのメッセージも虚偽である。その中には、

倫理的な一線を越えることを正当化するメッセージもある（この

数字を改ざんしても誰も気づかない）。

　ビジネス上の問いは、低位経路に関連した問いが多いため、低

位経路はビジネスと親和性があり深く感情に訴える力がある。（消

費者は当社の製品にいくらなら払うだろうか。賞与がいくらなら従

業員は満足するだろうか。今、上司は何を求めているのだろうか。

次の四半期までに何を生産しなければならないのか。株価をいく

らにするべきか）。こうした質問が低位経路を活性化し、こうした

質問に抜け目なく答えられれば華々しいキャリアが待っている。だ

が、低位経路ばかり使っているビジネスリーダーは、その企業の社

会通念を打ち破ることは難しい。戦略的洞察、すなわち企業の目

的と、それが世界にもたらす長期的な価値についての考えは高位

経路を使う時の方が生まれやすい。

高位経路を使って意思決定を行う

　18世紀の経済哲学者で、国富論の著者として有名なアダム・ス

ミスは、生涯最後の20年間を資本主義の美点を考えることに費や

した。工業化社会の活力は、個人として活動する、エネルギッシュ
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で創造的な人々の誠意によって生み出されている。しかし、腐敗

や搾取の誘惑に打ち勝つことのできた人間社会はこれまで一つ

もなかった。資本主義はどのように生き残れるのだろうか。スミス

は、明らかな二つの手段、すなわち法的規制と社会の批判だけで

は、十分ではないと述べている。なぜなら使い方を誤ったり、膨大

な費用がかかったり、生産性が低下したり、企業の活力が減少する

ことが多いからである。では、腐敗や搾取を回避するにはどうすれ

ばいいのか。

　スミスのもう一つの代表作である『道徳情操論』の中でスミス

は、彼が「公平な観察者」と呼んだ人間観を基盤とした解決法を提

案している。スミスの人間観によれば、人の心の中の声は、ただ欲

望やニーズや成功に向けられるだけではなく、社会全体の長期的

な価値そのものにも向けられている。それは、明敏な心を持った

観察者の公正な視点で、他者の目に映る自分自身や自分の行動

を見ることができるように手助けしてくれる。はっきり見えないか

もしれないが、内なる指導者は常にそこにいて、さらにその能力に

磨きをかける用意ができている。その声を心にとどめて行動すれ

ば、一番好都合な結果を求めたり、全員を満足させようと考えたり

しなくなる。好ましい結果を長期的に幅広く生み出すために必要

であれば、短期的につらい思いをする者が発生する手段も検討す

ることもある。

　このような精神活動が高位経路に典型的な精神活動である。低

位経路と同じく、高位経路も三つの重要な心のセンターと、それ

に関連した脳の部位を結んでいる。低位経路にも結びついている

「警告センター」、そして他者の考えを検討し、他者が今後どのよ

うな行動をとるかを評価することで活性化する「熟考的自己参照

センター」、最後に様々な情報を使って意識的注意を働かせる「執

行センター」である。

　高位経路に関する脳の研究は今も進行中であり、その影響は検

証中である。高位経路は、人について抽象的に考える時に活性化

することが多いようである。他者の考えや、動機や、今後の行動に

ついて100％正確に知覚する必要はなく、他者が何を考えている

のだろう、これからどうするのだろうと問いかけ、考えるだけで高

位経路は活性化する。低位経路が主観的評価に基づく価値に関

心を持つとすれば、高位経路は純粋な価値に関心を持つ。すなわ

ち、非常に重要で、緊密で持続的な注意を受けるのにふさわしい

ものがあるかどうかに関心を持つのである。

　高位経路との関係を考えると、私たちの仮説は「賢明なる助言

者」が単なる比喩ではないことを示している。それは実際に繰り返

し起こっている精神現象である。それに繰り返し注意を払ってい

ると、自律的神経可塑性のおかげで、視点を大きく広げるように脳

の回路が作り直される。人類の歴史の曙から今日に至るまで、最

も熟達したリーダーはそのことを理解していたようである。さらに

重要な目標を達成する方向へ自分の注意を向けることで高位経

路へ心を向ける回数が増え、その結果「賢明なる助言者」を強化し

ているのである。

高位経路の訓練
－メンタライジングとマインドフルネス

　低位経路と高位経路はどちらも目標の達成を目指しており、ど

ちらもあなたがこの世界をどう進んでいくか、ということに関係し

ている。二つの経路を切り離して考えるのが難しい場合もあるが、

これらのパターンを選択できるようになれば、リーダーとしての能

力や成功に大きな違いが生まれる可能性がある。

　どうすれば自分自身の、また組織の、高位経路の能力を高める

ことができるのだろう。二つの精神活動が高位経路を活性化する

と思われる。一つは心の理論とも呼ばれるメンタライジングであ

り、他者の考えや行動に思いを巡らすことである。メンタライジ

ングをする時は、自分自身の欲望や問題に注意を集中する代わり

に、他人について、あたかも彼らが小説や映画の登場人物である

かのように、自分自身の感情を切り離し、彼らを理解しようと努め

るようにする。（彼らを動かしているのは何だろう。彼らはこれから

何をするのだろう。彼らは本当は何を考えているのだろう。それは

なぜだろう）。

　社会脳科学者はメンタライジングについてかなり詳しく研究し

ている。典型的な実験では、簡単な物語を描いた絵を見せたり、

簡単な状況について述べた文章を読んでもらい、その後、これら

の絵や文章の中でどんな行動が行われているか説明してもらう。

メンタライジングを起こすために考案されたこのようなエクササ

イズは、高位経路の一部である「熟考的自己参照センター」を継

続的に活性化する。中には、こうしたエクササイズを他の人よりた

やすくこなす人もいる。うまくできるようになると、他者を深く理

解する能力が高まり、それによって他者の管理がより効果的にで

きるようになる。ペンシルバニア大学のエミリー・フォーク氏は、メ

ンタライジングにともなう脳の各部の活動と、影響力のあるアイ

デアに相関関係があることも明らかにしている。

　メンタライジングのメリットを考えると、企業の幹部はそれを

リーダーシップへの道であると考え、熱心に追求するだろうと思う

かもしれないが、実際はそういうことはあまりない。「他者がどう

考え、感じ、行動するかを認知すること」に気を配り、よくメンタラ

イジングしているのは、自分を地位の低い人物と考える傾向が強

い人なのである。例えば、他の人にサービスしなければならない

仕事に付いている人（助手、介護者、営業職員など）は、常に相手

についてメンタライズする傾向が高い。逆に、昇進して影響力の

ある地位につくと、メンタライジングは難しい作業であることもあ
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り、そのような思考をやめてしまう人もいる。しかし、大きな責任

や権限を任される地位に昇進したリーダーにとって、メンタライジ

ングは非常に重要である。非常に有能なエグゼクティブの中には、

メンタライジング能力が極めて高い人もいて、他者が何を考えて

いるのか、これから何をしようとしているのか、なぜそれが重要な

のかをはっきり言うことができる。また他の人の考えに心から関心

があるという印象を受ける。なぜなら会話にかける集中力が非常

に強いからである。

　高位経路に基づくリーダーシップを身に着けるには、メンタライ

ジングだけでは十分ではない。もう一つ、必ず行わなければなら

ないエクササイズがある。それはマインドフルネスである。何百万

人もの人々が、瞑想の場でこの基本エクササイズを行っている。

楽にしてよいが、背筋はまっすぐ伸ばして座る。足は組んでもよ

い。これまで経験したごく普通のことがらに注意を集中させる、例

えば、ごくありふれた、極めて有益なことがらとして、自分の呼吸に

注意を集中するとよい。気がそれても、そのたびに自分を取り戻

し、再び呼吸に意識を集中させる。これを定期的に行うと、新たな

認知スキルを育てることができる。例えば、ふと心をよぎった考え

を、これまでよりはっきり認識することができる。このエクササイ

ズも自律的神経可塑性を誘発し、脳の回路を変えるものである。

　現在、マサチューセッツ州のマインド・アンド・ライフ・インスティ

テュートの科学部長を務めているウェンディ・ヘイセンカンプ氏

が、エモリー大学で行った研究によると、この基本の呼吸エクササ

イズによって、人々は「執行センター」の機能を使えるようになり、

高位経路を使えるようになったという（特に脳内では、外側前頭前

皮質の背部が活性化された）。だが、人はどうしても気がそれるこ

とがある。その日の活動や義務、希望や恐れなど、呼吸以外のこと

がらを考え始めた時の脳のスキャンは、低位経路と結ばれた前頭

前皮質腹内側部が活動していることを示している。だが、瞑想の

訓練のように、再び呼吸に意識を集中させると、その精神活動は

高位経路へ戻るのである。

　集中に関するヘイセンカンプ氏の研究や、マインドフルネスに

関する他の研究を参照すると、こうしたエクササイズがなぜスト

レスの低減やEQの増加に関係しているのか説明できる。一般に、

マインドフルネスは、「執行センター」と、感情ベースの「警告セン

ター」間のつながりを強化し、低位経路に基づく思考や感情を切

り離す能力を高め、高位経路を強化すると考えられる。

　マインドフルネスとメンタライジングを組み合わせて、どちらの

エクササイズも日常活動になるくらい行うと、自分自身について

のメンタライジングをし始めるようになる。（私は何をしようとして

いるのか。私は一体何者なのか。なぜこんなふうに考えているの

か）。こうした質問は高位経路と強く結びついており、業務に関係

のある一般の質問（この問題をどうすれば解決できるか。誰を仲

間に入れればよいか。どうすれば勝利を収められるか）より、本物

のリーダーシップに近い場合がある。

　あなたはリーダーとして、すでに自分の「賢明なる助言者」に何

度も相談したかもしれない。だが、あなたがよほどの例外でない

限り、脳内の低位経路は必要以上に活発に活動している。低位経

路から高位経路へ活動を切り替えるように頭を使えば使うほど、

リーダーとして効果的な意思決定をできるようになる。ナタリー

のように、組織の中でリーダーシップの役割を果たすよう求められ

ていると感じられるようになる。さらに、ここで述べた原則を適用

すると、「賢明なる助言者」があなた自身の心に与えてくれたのと

同じ指導を、企業にも与えることができる。

　高位経路を起動するのは、それほど大変なことではない。それ

は富や成功、昇進や、その他の物的、社会的な利点への確かな経

路ではないが、リーダーシップの見識を身に着ける確実なプロセ

スのように思われる。心の中での対話が進むとともに、心の中の

対話によって、今までよりも好機に敏感に気づき、その好機を実行

に移せるようになり、もっとうまくできるようになる。定期的な訓練

によって、組織の中でも個人的な生活の中でも、どんな状況にお

いても一歩下がって状況を把握することが習慣になるのである。

“The Neuroscience of Strategic Leadership” by Jeffrey Schwartz, 
Josie Thomson, and Art Kleiner, strategy+business, December 5, 
2016
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